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浜松市は、世界的な企業や高度な技術を有するベンチャー企業などが立地する産業集積
都市であり、製造業を中心とした労働現場に多くの外国人が就労している。 

2014年8月1日現在、浜松市の人口は810,909人であるが、そのうち外国人市民は21,015
人であり、総人口の 2.59％を占めている。特に、日系ブラジル人を中心とした南米系外国
人が 1990年の改正出入国管理及び難民認定法の施行により急増した。 
その後、経済不況や自然災害等の影響もあり、外国人市民数は 2008 年末をピークとし
て南米系外国人を中心に減少に転じている。その一方で、定住化は確実に進行している状
況であり、アジア諸国からの外国人の割合が増加する傾向にある。 

 

 
 
2008 年秋のリーマンショックに端を発した世界的経済不況や、2011 年の東日本大震災
などを受け、外国人を取り巻く環境は近年大きく変化している。こうしたなか、日本人市
民と外国人市民がともに暮らしやすい、多文化共生のまちづくりを整備していくために、
外国人市民の生活や就労の実態の把握が必要である。 
本市では 1992年度より 3年から 4年に一度、南米系外国人の生活や就労に関する実態
調査を実施してきた。 

2012 年 7 月 9 日から新たな在留管理制度が施行され、外国人も住民基本台帳の適用対
象となったことから、今回の調査においては住民基本台帳からサンプリングを行うととも
に、南米系以外の外国人市民も調査の対象として実施した。 
また、2010年度調査に引き続き、日本人市民に対しても外国人や多文化共生に対する意
識調査を実施した。 
今後、本調査結果を踏まえ、多文化共生の更なる推進に繋げていく。 
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浜松市における在留外国人数の推移
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り、額としても送金は大いに減少している。このことが示すのは、外国人がデカセギ的に
日本に働きにきているというよりは、子どもの成長や家族の経年変化が日本で行われるこ
とが普通のパターンになってきていることを示しているのだろう。だからこそ、持ち家の
人が四人に一人ということになるのだ。こうした外国人の社会での定着化が確実に進行し
ている一方で、正社員になる道は依然として閉ざされている状況もはっきりした。 
 さらに、子どもの教育という点で、日本の学校へ通う者が多数となり、その後の進学も
日本の学校を選択する者が増えているし、その希望を持っている者は更に多い。日本人の
高等学校への進学率が 98％を超え、大学・短大への進学率も 5割を超えていることと比較
すると、義務教育への包摂が進んだことは喜ばしいことであるが、その後につなげるとい
う部分ではまだ日本人の同年齢の子どもたちと大きな開きがあると言わざるをえない。 
 外国人市民の浜松市への定住・定着への意思がはっきりしてきたからこそ、今後、これ
らの部分で日本人市民との差が可能な限り解消させていくための具体的方策が今まで以上
に求められる。 

 

 日本人にとり、外国人が多いと思われがちな浜松市でも、必ずしも外国人との接触が頻
繁に行われているわけではないことが示された。回答者のうち「近隣に外国人が多数住む」
と回答しているのは 5.8％であり、「多少住んでいる」と回答した 33.3％を加えても 4割に
は届いていない。その結果、回答数だけを見ると「親しくつきあっている」者は 4.7％にと
どまるし、親しみを感じている者は 1.6％と低い値を示している。これは近隣との社会生活
にとどまらず、職場等の近隣以外を含めても同様な傾向が読み取れる。ただ、外国人との
付き合いがある者についてみると、それは職場を通してのものが圧倒的に多くなっており
51.5％、職場や学校を離れた場所での付き合いの機会をどのように確保していくのかが課題
となっていることがわかる。自由回答の中には、「ゴミ出しが悪い。言えば『日本語難しく
て分からない』と逃げる」というものも見られ、依然として地域コミュニティでの外国人
という問題は残されていることが確認された。 

 日本人の外国人の存在に対する評価は決して経済的なところでのみ価値が見いだされて
いるのではなく、「異文化体験の機会の増加」42.4％に意味が見いだされている。しかし、
このことは一方で交流の際の課題とも捉えられている。「文化や習慣の違い」57.9％、「言葉
遣い」49.0％が課題として高い数値が示されている。また、機会としても「異文化体験機会」、
「言葉を学習する講座」が求められていることからもこの傾向が確認される。 
 こうした高い理念が広く拡がっている一方で、日本人の実際の社会生活の中で外国人と
のふれあいが必ずしも多くないことは先に述べた通りである。その結果、日本人市民にと
って市が行っている外国人市民へのサービスについては、「ゴミ収集カレンダー多国語版」
を除くとおしなべて認知度が低くなっている。
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今回の調査では、住民基本台帳から 18歳以上を対象に無作為抽出を行った。2002年度
の調査では派遣会社を経由し、17 歳以上の者を対象として調査票を配布・回収しており、
2006年度の調査では外国人登録から無作為抽出し郵送法、さらに企業、外国人学校、公立
学校を経由して配布・回収する配布法により実施した。2010 年度の調査では、16 歳以上
の南米系外国人を対象に外国人登録から無作為抽出を行い、郵送法による調査を実施する
など抽出方法が異なるため、結果に違いが生じることも考えられることから時系列的な比
較については注意を要する。 
本調査における回答者の性別内訳を見ると、「男性」が 44.1％、「女性」が 55.2％を占め、
女性が半数を上回った。2010年度の調査では、男性と女性がほぼ同数であった（男性 48.7％、
女性 49.7％）ため、性別構成では男性の比率が少し下がっている。年齢構成を見てみると、
「30 歳代」と「40 歳代」がともに 26.5％と、合わせると全体の半数を超え、「20 歳代」
が 16.9％、「50歳代」が 15.9％と続いている。2010年度の調査と比較すると、40歳代が
減少（2010 年度：30.3％）し、20 歳代と 30 歳代が増加（2010 年度：13.9％、23.7％）
している。 
また、日系何世にあたるかとの質問では、「非日系」が 41.5％と最も多数を占め、「2世」
が 23.5％、「3 世」が 18.9％と続いている。今回、南米系以外の外国人も調査の対象とし
たことから、2010年度の調査と比較すると全体の構成が変化している。構成比率の変化と
しては、非日系が大きく増加（2010年度：12.1％）したことである。 
在留資格については「永住者」が 6割近く（57.0％）を占め、「定住者」が 13.9％、「日
本人の配偶者等」が 11.7％と続いており、2010年度の調査から大きな変化はない。 
永住資格の取得及び帰化の意向に関する質問についても、2010年度の調査から大きな変
化はなく、「永住資格を持っている」が 58.0％と最も多く、「永住資格の取得を考えている」
（23.7％）と「帰化を考えている」（8.1％）が、「永住資格の取得や帰化は考えていない」
（7.4％）を大きく上回る結果となった。 
 次に、世帯及び世帯構成について見てみると、１世帯の人数については「3人」（24.3％）
と「4 人」（22.2％）が全体の半数に迫り、2010 年度の調査（3 人 23.2％、4 人 22.9％）
とさほど変わらない。世帯構成についても、2010年度の調査と同様に、「配偶者」（63.1％）
や「子ども」（53.3％）が多数を占めた。また、婚姻関係の有無については、「結婚してい
る」が 70.7％と半数を大きく超えており、うち「配偶者が日本国籍以外」が 41.1％であっ
た。 
 最後に、初来日の時期と通算滞日期間について見てみると、1990年から 1991年に来日
した者（それぞれ 6.9％、8.0％）が多いが、日本で出生した者（7.2％）が 2010年度の調
査（1.8％）から大きく増えている。日本や浜松への滞在期間については、日本へは 44.3％
が 15年以上滞在し、浜松にも 32.8％が 15年以上滞在していると回答している（2010年
度：日本 45.5％、浜松 26.1％）など長期滞在している者が多く、南米系の外国人に限ると
長期滞在の定住化傾向は一層顕著（日本 62.3％、浜松 45.6％）である。
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図 1【性別】 
 n=540 

 

・「女性」が 55.2％で、「男性」44.1％を 11.1ポイント上回った。 

図 2【年齢】 
 n=540 

 

・「30歳代」、「40歳代」が 26.5％と同率で多く、合わせると過半数を占める。 
次いで、「20歳代」（16.9％）、「50歳代」（15.9％）と続く。 

・「10歳代」の青少年（2.4％）と「80歳代」の高齢者（0.2％）は少なかった。 
  

女性, 55.2%

男性, 44.1%

無回答, 0.7%

2.4%

16.9%

26.5%

26.5%

15.9%

7.2%

4.1%

0.2%

0.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

無回答
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図 3【国籍】 
 n=540 

 

・「ブラジル」が 39.4％と最も多い。次いで、「フィリピン」（17.8％）、「中国」（15.4％）
と続く。 

 

図 4【日系何世か】 
 n=540 

 

・「非日系」が 41.5％と最も多い。次いで「2世」が 23.5％、「3世」が 18.9％と続く。 
・全体としては日系人である者が半数（50.9％）を超える。 

  

39.4%
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その他

無回答
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図 5【在留資格】 
 n=540 

 

・「永住者」が最も多く過半数（57.0％）を占めた。次いで、「定住者」が 13.9％、 
「日本人の配偶者等」が 11.7％と続く。 

 

図 6【永住資格の取得及び帰化の意向】 
 n=540 

 

・「永住資格を持っている」が過半数（58.0％）を占め、次に｢永住資格の取得を考えて
いる」が 23.7％と続いている。｢帰化を考えている」と回答した者も 8.1％いた。 

・一方、｢永住資格や帰化を考えていない」は 7.4％であった。 

57.0%

4.4%

11.7%

13.9%

10.6%

2.4%
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無回答
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23.7%
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0.4%
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永住資格を持っている

永住資格の取得を考えている
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永住資格の取得や帰化は考えていない

無回答

無効
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図 7【世帯の人数】  
 n=540 

 

・最も多かったのは、「3人世帯」で 24.3％であった。次いで、「4人世帯」（22.2％）、 
「2人世帯」（20.4％）と続いている。 

 

図 8【世帯構成】  
 n=540 

 

・｢配偶者」の回答が 63.1％と最も多く、次いで、「子ども」が 53.3％で続いている。 
・他の回答はいずれも 10％を下回った。 

  

16.5%

20.4%

24.3%

22.2%

8.7%
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1.1%

0.2%
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無効
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53.3%
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配偶者
子ども
兄弟姉妹
父親
母親

配偶者の父親
配偶者の母親

祖父
祖母

配偶者の祖父
配偶者の祖母

孫
恋人
友人
その他
無回答
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図 9【婚姻関係の有無】 
 n=540

 

・有配偶者が 7割（70.7％）を超えた。 
・「配偶者なし」と回答した者は、25.4％であった。 

29.6%

41.1%

25.4%

3.7%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

している（配偶者は日本国籍）

している（配偶者は日本国籍以外）

していない

無回答

無効
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図 10【初来日年】 
 n=540  

 

日本で出生 7.2% 
無回答 5.7% 
無効 2.8% 

 
・1991年に初来日した者が 8.0％と最も多く、次いで前年の 1990年が 6.9％と続く。 
・その後、1994 年までは減少に転じるが、1996 年を除き 1999 年までは上昇し、それ
以降は 2％から 3％代のほぼ横這いの状態が続いている。 
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図 11 【通算滞在期間】 
 n=540 

 

・日本での通算滞在期間、浜松での通算滞在期間ともに「15 年以上」と回答した者が、
それぞれ、44.3％、32.8％と最も多かった。 

・日本での滞在期間が「6年から 8年」が 11.1％、浜松での滞在期間が「6年から 8年」
が 15.9％、日本での滞在期間が「12年から 14年」が 12.8％、浜松での滞在期間が「12
年から 14年」が 11.7％であった。 

・日本、浜松での滞在についても長期に渡る者が多い。 
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15年以上

無回答

日本での通算滞在期間 浜松での通算滞在期間
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ここでは現在の就業状態をはじめ、就業方法、雇用形態、業種、職種、労働時間・日数、
勤続期間、月収、職場での日本語使用に関する質問を配しており、新たに雇用形態や業種
の変化についても質問を行った。 
就業の状態については「就業している」と答えた者が前回と同じく 7割（70.7％）を超
えており（2010年度：71.3％）、「仕事を探している」は僅か 5.2％（2010年度：12.9％）
であった。現在就業している者に限り、現在の仕事をどのように見つけたのかを質問した
ところ、「同国籍者の知人を通じて」が 21.2％と最も多いことがわかった（2010 年度：
25.5％）。また、「斡旋業者を通じて」も 18.6％と前回に引き続き多く（2010年度：26.2％）、
「家族や親族の紹介」（17.0％）などの社会的なネットワークを活用して仕事に就く者も多
い。 
その一方で公的な機関である「公共職業安定所（ハローワーク）」を介して就業した者
（8.6％）や「新聞・求人雑誌」（9.7％）の求人広告を利用して就業した者は 2010年度の
調査（それぞれ 7.7％、5.5％）と同様に少なかった。 
雇用の形態については、「派遣や請負など間接雇用」で働く者が 35.1％と最も多かった

ものの、2006年度の調査（76.4％）や 2010年度の調査（46.5％）と比較すると大幅に少
なくなっている。一方、「直接雇用（臨時雇用・パート・アルバイト）」で働く者は 26.2％
と前回とほぼ同様であったが、「直接雇用（正社員）」で働く者は 26.7％であり、2010 年
度の調査（19.2％）と比べて増加している。雇用形態の変化については、「正社員からパー
ト・アルバイトに変わった」と回答した者と、「パート・アルバイトから正社員に変わった」
と回答した者の割合はほぼ変わらず（それぞれ 12.3％、11.3％）、雇用状況の大幅な改善
が見られないなか、6割を超える者（64.9％）は雇用形態に変化はなかった。 
業種は「自動車・オートバイなどの輸送用機器」（41.6％）をはじめ、「電子機器」、「食

料品」や「その他」を合わせると製造業が 6割近く（58.9％）となったものの、2006年度
の調査（83.3％）、2010 年度の調査（72.4％）と比較すると、製造業に従事する者は調査
を重ねるごとに減少していることがわかる。これは、「卸売・小売業・飲食店」が 7.6％と、
2010 年度の調査（3.3%）から増加するなど、徐々にではあるが従事する業種が多様化し
ているためと思われる。また、近年での職種の変更については、「かわらない」と回答した
者が 7 割（76.4％）を超え、大きな変化は見られなかったものの、「かわった」と回答し
た者のなかでは、卸売・小売業・飲食店に職種を変更した者もみられた。 
職種に目を向けると、直接生産領域に従事する「技能労働・一般作業」が 47.9％と 2010

年度の調査（52.4％）と同様に多いが、「専門的・管理的職業」への従事者（12.6％）や「販
売・サービス的職業」（12.3％）も 2010年度の調査（それぞれ 7.0％、6.3％）から増加す
るなどの変化がみられる。 
 労働時間では１日「8 時間」が最も多く 45.5％である。8 時間以上の労働時間では「9
時間」が 8.9％、「10時間」が 13.6％となり、8時間未満である「5～7時間」の労働時間
は 12.6％と、2010 年度の調査とほぼ同様の結果となった。労働日数、労働時間ともに、
1992年度に調査を始めてから 2006年度の調査まで増加してきたが、前回の 2010年度の
調査では「8時間」が 42.1％と増加する一方、「10時間」が 12.5％、「11時間」が 7.7％、
「12時間」が 7.7％と減少していた。今回の調査においても同様の傾向がみられた。 
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1週間の労働日数は、「6日」は 22.3％と 2010年度の調査（19.6％）と比較すると微増
したものの、「5日」（61.3%）と回答した者の割合は 2010年度の調査（71.2％）からは減
少しており、労働日数が減少傾向にあることがわかる。 
 勤続期間は、「1年未満」（21.7％）や「1年程度」（10.2％）、「2年程度」（11.3％）の短
期的な勤務が多いが、一方で 10 年以上勤めている長期型が 18.1％と 2010 年度の調査
（13.7％）から増えている。この傾向は既に 2006年度の調査、2010年度の調査でも同様
に見られ、短期的に仕事を繰り返す者と同一職場で長期に渡り勤務する者との両極端な傾
向が定着しているといえる。 
月収については、「21～25 万円」が 21.7％と最も多い。2010 年度の調査では「14～16
万円」（22.5％）が最も多かった。また、収入が多い 40万円以上（プラス 1.7ポイント）
や、「30 万円後半」（プラス 0.2 ポイント）の回答結果からも収入の増加傾向が見られる。
逆に、収入が少ない「14～16 万円」（マイナス 4.4 ポイント）、「11～13 万円」（マイナス
4.1ポイント）は減少している。 
職場における日本語の使用頻度については、「常に日本語を使っている」が 58.9％と最
も多く（2010年度：45.6％）、「ほとんど使用しない」（2.1％）を大きく上回っている。 
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図 12【就業の状態】  
 n=540 

 

・「就業している」と回答した者が 7割（70.7％）を超えている。他方、「仕事を探して
いる」者は 5.2％である。 

 

 

図 13【就業の方法】  
 n=382 

 

・「同国籍者の知人を通じて」（21.2％）仕事を見つけた者が最も多い。次いで、「斡旋業
者を通じて」（18.6％）、「家族や親族の紹介」（17.0％）と続く。 

・｢日本人の知人を通じて」（7.3％）や、公的機関である「ハローワークを通じて」（8.6％）、
｢新聞・求人雑誌」（9.7％）と回答した者は少なかった。 

70.7%

5.2%

16.7%

6.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80%

就業している

仕事を探している

就業していない（専業主婦・主夫）

その他

無回答

8.6%

18.6%

7.3%

21.2%

17.0%

9.7%

15.7%

1.6%

0.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

ハローワークを通じて

斡旋業者を通じて

日本人の知人を通じて

同国籍者の知人を通じて

家族や親族の紹介

新聞・求人雑誌

その他

無回答

無効
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図 14【雇用形態】  
 n=382 

 

・「間接雇用（派遣・請負）」が 35.1％と最も多い。次いで、「直接雇用（正社員）」が
26.7％、「直接雇用（臨時雇用・パート・アルバイト）」が 26.2％と僅差で続く。 

・自営業主は 5.0％と僅かである。 
 

図 15【雇用形態の変化】 
 n=382 

 

・「かわらない」が 64.9％と 6割以上を占めた。 
  

26.7%

26.2%

35.1%

5.0%

2.6%

1.0%

2.9%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40%

直接雇用（正社員）

直接雇用（臨時雇用・パート・アルバイト）

間接雇用（派遣・請負）

自営業主

家族従業者

学生

その他

無回答

正社員にかわっ
た, 12.3%

パートやアルバ
イトにかわった, 

11.3%

かわらない, 
64.9%

無回答, 11.5%
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図 16【業種】 
 n=382 

 

・製造業（自動車・オートバイなどの輸送機器）で働く者が、41.6％で最も多い。 
・その他の製造業もすべて合計すると、全体の 6割近く（58.9％）を占める。 

  

3.1%
41.6%

5.0%
3.4%

8.9%
1.0%

7.6%
0.8%

7.1%
0.8%
1.6%

16.0%
2.9%

0.3%

0% 20% 40% 60%

建設業
製造業（自動車・オートバイなどの輸送機器）

製造業（電子機器）
製造業（食料品）
製造業（その他）

輸送・通信
卸売・小売業・飲食店

金融・保険業
サービス
農林水産業
介護・福祉
その他
無回答
無効
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図 17-1【業種の変化 1】  
 n=382 

 

・「かわらない」が 7割以上（76.4％）であり、「かわった」（14.1％）を大きく上回った。 
 
※次の質問は、質問 18で「かわった」と回答した者（54人）が対象 
 

図 17-2【業種の変化 2】 
 n=54 

 

・有効回答のなかでは、さまざまな業種から「卸売、小売業、飲食店」に変更した者が 
みられた。 

  

かわった, 14.1%

かわらない, 
76.4%

無回答, 9.4%

5.6%

3.7%

1.9%

5.6%

1.9%

3.7%

18.5%

59.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

建設業 卸売・小売・飲食店

輸送通信 卸売・小売・飲食店

輸送通信 介護・福祉

卸売・小売・飲食店 輸送通信

卸売・小売・飲食店 金融・保険

農林水産業 卸売・小売・飲食店

無回答

無効
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図 18【職種】 
 n=382 

 

・「技能労働、一般作業 （製造、修理、輸送、建設、土木などの労働者）」が際立って
多く 5割近く（47.9％）である。 

 

図 19-1【１日の労働時間】  
 n=382 

 

・１日「8時間」の労働時間が最も多く 45.5％である。 
・8時間以上の労働時間では、「10時間」（13.6％）、「9時間」（8.9％）が多い。 

  

47.9%

12.3%

12.6%

1.8%

19.9%

5.0%

0.5%

0% 20% 40% 60%

技能労働・一般作業
（製造、修理、輸送、建設、土木などの労働者）

販売・サービス的職業
（店主、店員、セールスマン、給仕、接客など）

専門的・管理的職業
（技術者、看護士、教員、通訳、管理職など）

事務的職業（事務員、銀行員など）

その他

無回答

無効

6.8%

12.6%

45.5%

8.9%

13.6%

5.0%

3.9%

1.0%

2.1%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1～4時間

5～7時間

8時間

9時間

10時間

11時間

12時間

13時間以上

無回答

無効
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図 19-2【１週間の労働時間】  
 n=382 

 

・回答者の 6割以上（61.3％）が「5日」と回答した。 
・「6日」との回答も 2割以上（22.3％）あった。 

 

図 20【現在の職場での勤続期間】  
 n=382 

 

・｢1年未満」（21.7％）が最も多い。 
・一方、｢10年以上」（18.1％）と回答した者が次に多く、短期間働く者と長期に渡り働
く者とに分かれている。 

3.1%

3.7%

61.3%

22.3%

1.0%

8.1%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1～3日

4日

5日

6日

7日

無回答

無効

21.7%

10.2%

11.3%

9.4%

5.8%

11.8%

8.1%

18.1%

3.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

1年未満

1年

2年

3年

4年

5～6年

7～9年

10年以上

無回答
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図 21【月収】  
 n=382 

 

・月収が「21～25万円」が 21.7％で最も多く、「14～16万円」が 18.1％、「17～20 万
円」が 14.7％と続く。 

 

図 22【職場での日本語使用頻度】  
 n=382 

 

・「常に日本語で仕事をしている」が過半数（58.9％）を占め、「時々使用する（自分で
日本語を話す）」が 28.0％で続く。「時々使用する（通訳を通じて）」も 9.2％に上る。 

・他方、「ほとんど使用しない」と回答した者は 2.1％と僅かであった。 
 

3.4%
4.2%

6.8%
9.2%

18.1%
14.7%

21.7%
8.1%

4.7%
2.4%
2.4%

4.2%
0.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

5万円未満
5～7万円

8～10万円
11～13万円
14～16万円
17～20万円
21～25万円
26～30万円
31～35万円
36～40万円
40万円以上

無回答
無効

58.9%

28.0%

9.2%

2.1%

1.3%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

常に日本語で仕事をしている

時々使用する（自分で日本語を話す）

時々使用する（通訳を通じて）

ほとんど使用しない

無回答

無効
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外国人の住まいについては 1999年度以降調査を実施している。「会社の社宅や会社契約
のアパート」に住んでいる者は 1999年度（35％）、2002年度（23％）と減少傾向にあっ
たが、2006年度（47.3％）に一転上昇した。その後、2010年度の調査では大きく減少（10.5％）
し、今回の調査においても 8.9％と微減した。それに伴い、「民間のアパート」に住んでい
る者が 2006 年度（22.2％）から 2010 年度（40.3％）に上昇し、今回の調査においても
40.2％とほぼ変わらない結果となった。その他、「持ち家（マンションも含む）」に住む者
は 25.0％と 2010年度（16.1％）から増加し、「公営住宅」に住んでいる者は 17.2％と 2010
年度の調査（30.0％）から減少している。 
居住期間については、「5年以上」（44.3％）が 2010年度（34.5％）から増加し、「4年」
（11.3%）、「3年」（10.9％）と長期にわたって同じ場所に居住する者がいる一方で、「１年
未満」（12.4％）、「2年」（10.0％）、「1年」（9.6％）といった短期の居住も多い。 
自治会（町内会）には「加入している」と回答した者が 43.1％おり、2010 年度の調査
（36.1％）から増加している。一方、「加入していない」と回答した者も 2010年度（32.9％）
と同様に 33.0％いた。また、自治会への加入について、「わからない」と答える者が 20.6％
おり、2010年度の調査（27.4％）からは減少してはいるものの、地域社会の制度や仕組み
への理解がまだ十分には浸透していないためと推察される。 
近隣の日本人との付き合いについて、「あいさつ程度」（58.0％）や「親しく付き合って
いる」（27.2％）の割合が前回と同様に多くを占め、「全くない」（6.1％）、「ほとんどない」
（7.6%）を多く上回り、日本人との付き合いが徐々ではあるが浸透してきている状況がう
かがえた。一方、「付き合いが全くない」と回答した者（33 人）の半数が、言葉の問題を
理由に挙げている。また、「付き合うきっかけがない」（39.4％）と感じる者も多く、「日本
の文化や習慣がわからない」（15.2％）、「自己の文化や習慣が受け入れられない」(12.1％）
など地域との接点の戸惑いを理由に挙げている者もいる。「付き合う必要を感じない」と挙
げた者は 21.1％と、2010 年度の調査（71.4％）から大きく減少しており、付き合いその
ものはないが必要性は感じている様子がうかがえる。 
生活に困った時の相談相手としては、「同じ国籍の友人」（46.3％）や「日本人の友人」
（32.8％）、居住する地域の「市役所などの行政」（28.3％）、「会社の同僚」（22.4％）など
を頼りにしているが、「教会等宗教団体」（8.1%）、「大使館・領事館」（4.1％）なども 2010
年度の調査から引き続き重要な相談相手（機関）となっている。 
生活に必要な情報入手先としては「インターネット」（67.0%）、「日本のテレビ・ラジオ」

（55.9％）が 2010年度の調査（それぞれ 70.3％、59.5％）と同様に多かったが、「同じ国
籍の友人からの情報」（35.0％）、「SNS」（25.2％）、「日本の友人からの情報」（23.9％）を
挙げる者もいた。同じ出身国同士間のネットワークやエスニックメディアを活用するとと
もに、日本で構築したネットワークや日本のメディアの活用により、幅広く情報を得てい
る様子がうかがわれる。 
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図 23【住まい】 
 n=540 

 

・「民間のアパート」が 40.2％で最も多く、次いで「持ち家（マンションも含む）」が
25.0%、「公営住宅」が 17.2％であった。 
・「会社の社宅や会社契約のアパート」は 8.9％であった。 

 

図 24【居住期間】  
 n=540 

 

・「5年以上」が 44.3％で最も多く、次いで、4年が 11.3％、1年未満が 12.4％と続く。 
・それ以外は 10％前後で横並びである。 

  

8.9%

40.2%

17.2%

25.0%

7.0%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

会社の社宅や会社契約のアパート

民間のアパート

公営住宅

持ち家（マンションも含む）

その他

無回答

12.4%

9.6%

10.0%

10.9%

11.3%

44.3%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1年未満

1年

2年

3年

4年

5年以上

無回答
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図 25【自治会（町内会）への加入】 
 n=540 

 

・「加入している」が 43.1%で最も多く、「加入していない」は 33.0%である。 
・「わからない」と回答した者は 20.6％であった。 

 

図 26【近所付き合い】 
 n=540 

 

・「親しくつきあっている」が 27.2％、「あいさつをする程度のつきあいはある」は、58.0％
であり、日本人住民との付き合いがあると答えた者が多かった。他方、「ほとんどな
い」は 7.6％、「全くない」は 6.1％であった。 

  

加入している, 
43.1%

加入していない, 
33.0%

わからない, 
20.6%

無回答, 3.3%

27.2%

58.0%

7.6%

6.1%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

親しくつきあっている

あいさつをする程度のつきあいはある

ほとんどない

全くない

無回答
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図 27【近所付き合いが希薄な理由】 
 n=33 

 

・「言葉が通じないから」が 45.5％と最も多く、「付き合うきっかけがないから」が 39.4％
と続く。一方、「必要と感じないから」と回答した者も 21.2％いた。 

 

図 28【相談相手・機関】  
 n=540 

 

・「同じ国籍の友人」が 46.3％と多い。次に、「日本人の友人」32.8％、「行政（市役所
など）」（28.3％）、「会社の同僚」22.4％と続く。 

・他方、「教会等宗教団体」8.1％、「大使館・領事館」4.1％との回答もあった。 

45.5%

39.4%

15.2%

12.1%

6.1%

21.2%

3.0%

3.0%

0% 20% 40% 60%

言葉が通じないから

付き合うきっかけがないから

日本の文化や習慣がわからないから

文化や習慣の違いを理解してもらえないと思うから

近所に日本人が住んでいないから

必要と感じないから

その他

無回答

28.3%

2.4%

4.1%

46.3%

32.8%

22.4%

8.1%

1.5%

15.6%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

行政（市役所など）

多文化共生センターの相談窓口

大使館・領事館

同じ国籍の友人

日本人の友人

会社の同僚

教会等宗教団体

ボランティア団体

その他

無回答
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図 29【情報取得の手段】 
 n=540 

 

・「インターネット」（67.0％）と「日本のラジオ・テレビ」（55.9％）が特に多かった。 
・次いで、「同じ国籍の友人からの情報」（35.0％）、「母国語のラジオ・テレビ」（27.4％）、 
「SNS(LINE、Twitter、Facebook等)（25.2％）と続く。 
・行政からの情報では、「市役所の広報誌（ポルトガル語版）」が 12.2％、「市役所の広 
報誌（日本語版）」が 6.3％、「市役所のホームページ（カナルハママツ等）」が 4.3％で 
あった。 

  

27.4%

19.1%

6.7%

10.9%

55.9%

23.9%

35.0%

11.3%

67.0%

6.3%

12.2%

4.3%

9.3%

25.2%

2.4%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

母国語のラジオ・テレビ

母国語の雑誌

エスニックレストラン・スーパー

日本の新聞

日本のラジオ・テレビ

日本人の友人からの情報

同じ国籍の友人からの情報

会社からの情報

インターネット

市役所の広報紙（日本語版）

市役所の広報紙（英語版、ポルトガル語版）

市役所のホームページ（カナルハママツ等）

ハイスニュース

SNS（LINE、Twitter、Facebook等）

その他

無回答
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過去の調査で日本語能力について「会話なら可能」との回答は 1996年度が 10％、1999
年度が 15％、2002年度が 24％であった1。2006年度から質問形式が変わったため、2010
年度の調査においては同様の質問形式に倣った結果、日本語による会話が「ほぼ完全にで
きる」との回答は 4.2％から 17.6％と増加し、今回の調査においても 25.7％と引き続き増
加した。また、日本語の会話を理解できると自己評価する者（｢ほぼ完全にできる｣から｢ま
あまあできる｣までの肯定的自己評価）は、8割（84.6％）を超え、2010年度の調査（86.6％）
とさほど変わらないが、2006年度の調査（73.2％）からは上昇している。 
ひらがな・カタカナを読む能力について、「ほぼ完全にできる」と回答した回答した者は

37.4％と 2010年度の調査（42.4％）には届かなかったが、2006年度の調査（19.8％）と
比較すると上昇している。ひらがな・カタカナが読める（｢ほぼ完全にできる｣から｢まあま
あできる｣まで）は 80.3％になり、2010年度の調査（81.3％）とほぼ同様の結果となった。 
 漢字を読む能力は（｢ほぼ完全にできる｣から｢まあまあできる｣まで）、46.4％と、2006
年度の調査（18.4％）、2010年度の調査（38.9％）と比べて増加している。また、｢ほぼ完
全にできる｣と回答した者は 17.6％と、2006年度の調査（2.5％）、2010年度の調査（5.5％）
と比べて大きく上昇している。 
日本語を書く能力は、｢ほぼ完全にできる｣から｢まあまあできる｣までの肯定的な自己評
価をした回答者は、53.9％と半数を超えている。これは、質問形式が同じ 2006 年度の調
査（31.9％）、2010年度の調査（51.1％）と比べて増加している。また、「ほぼ完全にでき
る」との回答者は本調査では 15.2％であり、2006年度の調査（2.1％）、2010年度の調査
（6.1％）と上昇している。 
 「日本語学習の経験がない」と答えた者は 19.4％であった。1999 年度の調査（51％）、
2006年度の調査（36％）、2010年度の調査（23.4％）と回を重ねるごとに減少しており、
今回さらに減少した。また、来日前の日本語の学習経験は 25.7％と、2006 年度の調査
（15.5％）、2010年度の調査（19.5％）から上昇した。 
現在の日本語の学習については、全体の 7割（71.7％）の回答者が日本語を学んでいな
いものの、日本語学習を希望する者は、全体の 7 割を超えている（76.2％：「機会があれ
ば学習したい」43.5％、「学習したい」32.7％）。過去の調査における日本語学習の希望は、
1999年度の調査（86.0％）、2006年度の調査（69.4％）、2010年度の調査（79.1％）とな
っている。 
また、日本語学習の動機としては、「日本での生活に必要」が 38.0％と最も多く、「仕事
で必要」（25.6％）、「日本で永住していくために必要」（19.6％）と考えている者のほか、
「日本人とのつきあいを広げるため」（16.1％）と感じている者もいる。 
 

                                                  
1 1996年度、1999年度、2002年度の調査の質問形式はほぼ同じで、日本語能力に関する質問は「読み
書きともに可能」、「会話なら可能」、「何とか意思疎通が可能」、「少しなら聞き取りが可能」、「ほとんどで
きない」の 5つの選択肢からいずれか一つの選択肢を選ぶものであった。 
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図 29【現在の日本語能力】
 n=540 

 

・日本語の会話能力については、「ほぼ完全にできる」（25.7％）、「わりとできる」（30.4％）、
「まあまあできる」（28.5％）が、「あまりできない」（10.0％）、「まったくできない」（1.7％）
を上回っている。 
・ひらがな・カタカナを読む能力についても、「ほぼ完全にできる」（37.4％）、「わりと
できる」（22.2％）、「まあまあできる」（20.7％）が「あまりできない」（7.4％）、「まっ
たくできない」（5.6％）を上回っている。 
・漢字を読む能力については、「ほぼ完全にできる」（17.6％）、「わりとできる」（10.7％）
が減少し、「あまりできない」（24.1％）、「まったくできない」（20.7％）との回答が多く
なる。 
・日本語を書く能力についても同様に「あまりできない」（21.9％）、「まったくできない」
（15.4％）の回答が多い。一方、「まあまあできる」（27.0％）との回答も多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.7%

5.6%

20.7%

15.4%

10.0%

7.4%

24.1%

21.9%

28.5%

20.7%

18.1%

27.0%

30.4%

22.2%

10.7%

11.7%

25.7%

37.4%

17.6%

15.2%

3.3%

6.5%

8.5%

8.5%

0.4%

0.2%

0.2%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本語で会話する

ひらがな・カタカナ
を読む

漢字を読む

日本語を書く

まったくできない あまりできない まあまあできる わりとできる
ほぼ完全にできる 無回答 無効
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図 31【日本語の学習経験】 
 n=540 

 

・勉強した経験が「ある（自分で勉強）」（36.5％）が最も多い。次に、「ある（来日前）」
が 25.7％である。 

・一方、勉強した経験が「ない」（19.4％）と回答した者も多くいた。 
 

図 32【現在の日本語学習】 
 n=540 

 

・「いいえ」が 7割（71.7％）を超え、「はい」（24.8％）を大きく上回った。 
 
  

19.4%

25.7%

10.0%

8.3%

13.1%

5.7%

36.5%

12.0%

3.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

ない

ある（来日前）

ある（外国人学習支援センター）

ある（ＮＰＯやボランティアによる日本語教室）

ある（民間の日本語学校）

ある（勤務先）

ある（自分で勉強）

ある（その他）

無回答

はい, 24.8%

いいえ, 71.7%

無回答, 3.3% 無効, 0.2%
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図 33【日本語学習の理由】 
 n=540 

 

・「日本で生活していくために必要だから」（38.0％）が最も多い。 
・次に「仕事で必要だから」（25.6％）、「日本で永住していくために必要だから」（19.6％）
が続く。 

 

図 34【日本語学習の希望】 
 n=540 

 

・「学習したい」（31.7％）、「機会があれば学習したい」（43.5％）と回答した者が全体の
7割（75.2％）を超えた。 

・一方、「学習したくない」は 3.1%と僅かであった。  

25.6%

12.4%

16.1%

38.0%

19.6%

0% 10% 20% 30% 40%

仕事で必要だから

より条件のいい仕事を見つけるため

日本人とのつきあいを広げるため

日本で生活していくために必要だから

日本で永住していくために必要だから

31.7%

43.5%

3.1%

11.5%

9.8%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学習したい

機会があれば学習したい

学習したくない

わからない

無回答

無効
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健康保険未加入者は 8.1％であり大幅に減少した。過去に行われた調査結果を見てみる
と、未加入者の割合は 1999年度の調査（50％）、2002年度の調査（47％）、2006年度の
調査（32.0％）、2010 年度の調査（18.9％）と回を重ねるごとに減少している。本調査に
おいてもその減少傾向を確認することができた。 
国民健康保険の加入は 37.6％であった。過去の調査と比べてみると、1999 年度の調査
（18.0％）、2002年度の調査（34.0％）と上昇したが、2006年度の調査（29.9％）では減
少に転じ、2010年度の調査（28.9％）においてもほぼ変わらなかった。本調査では再度上
昇し、過去の調査の中で最も高い加入率となった。 
社会保険の加入は 45.9％で最も多かった。過去の調査と比べてみると、1999 年度の調
査（16％）、2002年度の調査（11％）、2006年度の調査（14.1％）と加入率は低調であっ
たが、2010年度の調査（44.2％）では大きく上昇しており、今回の調査においてもほぼ変
わらず高い加入率であった。 
 健康保険に加入しない理由は「金銭的な負担が大きい」との回答が 59.1％を占め、2010
年度の調査（62.5％）と同様に多くの割合を占めている。続いて、日本の健康保険制度が
わからないことを理由に挙げた回答者が18.2％となり、前回から約10ポイント増加した。 
健康保険と厚生年金はセットで加入することとなり、保険料については被保険者（外国

人労働者）と事業主とで折半の負担となる。そのため、事業主が保険料の負担分を払いた
くないとの理由から、2010年度の調査（38.7％）では 2番目に多い加入しない理由となっ
ていた「事業所で加入させてくれない」と回答した者は、今回の調査では 11.4％と 3分の
1以下に減少した。 
年金保険未加入者は 20.9％であった。2006 年度の調査（64.7％）、2010 年度の調査
（38.7％）と比べると未加入者はかなり減少したといえる。 
年金加入者は「厚生年金」34.1％（2010 年度：27.1%）、「国民年金」21.3％（2010 年
度：11.8%）と、共に 2010年度の調査時の年金加入者の割合を超えている。 
年金未加入の理由として「金銭的な負担が大きい」を挙げた者が 31.9％と前回に引き続
き最も多かった（2010年度：42.9％）。「日本の公的年金制度を理解できない」ことを理由
に挙げた回答者は 24.8％と、2010年度の調査（27.9％）とほぼ変わらない結果となった。
また、健康保険未加入の理由と同様に「事業所で加入させない」（13.3％）との回答も、
2010年度の調査（20.4％）からは減少したものの見られた。 
病気やけがに対しての処置や健康診断についても前回に引き続き質問した。7 割近く
（68.5％）が「すぐに病院へ行く」と前回とほぼ同様に回答している一方、「薬を買って飲
む」（12.4％）や｢我慢して様子をみる｣（7.8％）などにより対応している者もいることが
わかる。 
定期健康診断に関して「健康診断を受けていない」と回答した者は 21.3％であり 2010
年度の調査時（27.6％）より 6.3ポイント減少している。「会社の定期健康診断を受けてい
る」と回答した者が 41.5％と最も多く、2010 年度の調査時（40.5％）とほぼ同様の結果
である。病院での言葉の問題については「日本語が理解できる」と答えた者が半数を超え
た（57.4％）ものの、「日本語のできる家族や友人を連れて行く」（25.7％）、「通訳のいる
病院に行く」（17.8％）と回答した者もいた。  
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図 35【健康保険への加入状況】 
 n=540 

 

・「会社の健康保険」の加入者が 45.9％を占め、次いで「国民健康保険」の加入者が 37.6％
であった。一方、保険に「入っていない」は 8.1％であった。 

 

 

図 36【健康保険未加入の理由】  
 n=44 

 

・｢金銭的負担が大きい」と経済的な理由が 6割近く（59.1％）あった。 
・その他の回答はいずれも 20％を下回った。  

37.6%

45.9%

0.2%

3.1%

1.1%

8.1%

1.7%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

国民健康保険

会社の健康保険

旅行傷害保険

その他の保険

わからない

入っていない

無回答

無効

18.2%

11.4%

2.3%

13.6%

9.1%

59.1%

15.9%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

日本の健康保険の制度がわからない

事業所で加入させてくれない

国民健康保険・社会保険に
加入すると、年金加入も必要

国民健康保険の加入には未加入の
２年間遡及した保険料が必要

近日帰国予定

金銭的負担が大きい

その他

無回答

国民健康保険・社会保険に加入すると、年金に
も加入しないといけないから
国民健康保険に加入すると、未加入の２年間さ
かのぼって保険料を払わなければいけないから
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図 37【年金への加入状況】
 n=540 

 

・「厚生年金」が 34.1％、「国民年金」が 21.3％であった。一方、「入っていない」は 20.9％
であった。 

 
 

 

図 38【年金未加入の理由】 
 n=113 

 

・「金銭的負担が大きい」（31.9％）が最も多かった。また、「日本の公的年金制度がわか
らない」（24.8％）と制度の理解が不十分であることもうかがえる。  

21.3%

34.1%

1.1%

4.4%

0.9%

1.1%

7.8%

20.9%

5.7%

2.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

国民年金

厚生年金

民間の年金保険

母国の公的年金保険

母国の民間の年金保険

その他の年金保険

わからない

入っていない

無回答

無効

24.8%

13.3%

5.3%

9.7%

10.6%

31.9%

24.8%

7.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

日本の公的年金制度がわからない

事業所で加入させてくれない

途中で脱退した場合の一時金が少なすぎる

年金をもらえる資格発生までの
加入期間が長すぎる

近日帰国予定

金銭的負担が大きい

その他

無回答

年金をもらえる資格が発生するまでの加入
期間が長すぎる
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図 39【病気やけがの時の処置】 
 n=540 

 

・「すぐに病院に行く」が 68.5％で大半を占め、｢薬を買って飲む」12.4％を合わせると、
8割（80.9％）を超える。一方、「我慢して様子をみる」（7.8％）と回答した者もいた。 

 

図 40【定期健康診断】 
 n=540 

 

・「会社の定期健康診断を受けている」（41.5％）が最も多く、次いで「受けていない」
（21.3％）が続く。 
・「個人で定期健康診断を受けている」（21.1％）も多く、市民団体等が実施している 
「無料検診会を受けている」（9.4％）と回答した者もいた。  

68.5%

12.4%

7.8%

6.3%

1.7%

2.6%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

すぐに病院に行く

薬を買って飲む

我慢して様子をみる

病気の経験がない

その他

無回答

無効

41.5%

9.4%

21.1%

21.3%

3.9%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

会社の定期健康診断を受けている

無料検診会を受けている

個人で定期健康診断を受けている

受けていない

無回答

無効
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図 41【病院での言葉の問題への対応方法】 
 n=540 

 

・「日本語が理解できる」（57.4％）と回答した者が最も多かったが、「日本語のできる家
族・友人を連れて行く」（25.7％）、「通訳のいる病院に行く」（17.8％）、「通訳を雇い
連れて行く」（2.6％）と通院に日本語の支援が必要な者もいることがわかる。 

  

57.4%

25.7%

2.6%

17.8%

5.2%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80%

日本語が理解できる

日本語のできる家族・友人を連れて行く

通訳を雇い連れて行く

通訳のいる病院に行く

その他

無回答
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避難場所の認知状況や災害への備え、災害時に備え必要なもの、災害の際の情報源につ
いての質問である。 
「避難場所を知っている」が 69.1％と、「知らない」の 28.7％を大幅に上回る結果とな

った。避難場所の認知については、2010年度の調査（55.5％）と比べても大きく上昇して
いる。 
 災害の備えについての質問については、避難場所の認知に関する質問と重なるが、災害
の備えとして「避難する場所を決めている」が 45.0％と最も多く、「携帯ラジオ・懐中電
灯」（39.4％）、「食料や飲料水」（35.7％）を準備しているとの回答が続く。「地域の防災訓
練に参加している」と回答した者は 16.9％と 2010 年度の調査（13.2％）から僅かながら
上昇している。一方、「特に何もしていない」と回答した者は 3割（29.6％）と 2010年度
の調査（57.9％）から大きく減少しており、外国人の災害の備えに対する意識は一層向上
している様子がうかがえる。 
 新たな質問項目である災害時に備え必要なものでは、「避難経路の表示や避難場所への経
路表示のわかりやすさ」が 61.3％と最も多く、次に「放送による呼びかけや SNS による
早い情報発信」が 45.0％と多かった。その他では、「多言語による防災地図や防災マニュ
アルの配布」が 43.1％、「日本人市民との顔の見える関係」が 36.9％、「外国人市民が参加
し易い防災訓練」が 33.9％などといった意見が多く、多方面からの災害への備えが必要だ
と回答している。 
 同じく新たな質問項目である災害時の情報源では、「テレビやラジオ」と回答した者が
80.7％と最も多く、「インターネット」が 53.1％、「友人や知人」が 31.1％、「SNS」が 24.8％
と続いて多かった。 
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図 42【避難場所】 
 n=540 

 

・「知っている」と回答した者が 7割近く（69.1％）と「知らない」（28.7％）と回答し
た者を大幅に上回った。 

 

図 43【災害時の備え】 
 n=540 

 

・「避難する場所を決めている」（45.0％）が最も多く、次いで、「携帯ラジオ・懐中電灯
などを準備している」（39.4％）、「食料や飲料水を準備している」（35.7％）が続く。 

・一方、「特に何もしていない」との回答も 3割近く（29.6％）あった。 
  

知っている, 
69.1%

知らない, 28.7%

無回答, 2.2%

45.0%
39.4%

35.7%
25.6%

10.9%
12.6%

16.9%
7.2%

2.0%
29.6%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

避難する場所を決めている

携帯ラジオ・懐中電灯などを準備している

食料や飲料水を準備している

家族との連絡方法などを決めている

消火器を準備している

家具などを固定し転倒を防止している

防災訓練に参加している

防災ホッとメールに登録している

その他

特に何もしていない

無回答
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図 44【災害時に備え必要なもの】 
 n=540 

 

・「避難場所の表示や避難場所への経路をわかりやすくする」（61.3％）が最も多かった。 
・その他の回答も比較的多く、多方面での備えが望まれている様子がうかがえる。 

 

図 45【災害情報の入手先】 
 n=540 

 

・「テレビやラジオ」が 8割（80.7％）を超え最も多い。次いで、「インターネット」（53.1%）
との回答も 5割（53.1％）を超えている。 
・そのほかでは、「友人や知人（口コミ）」（31.1％）、「LINE、Twitter、Facebookなど 
の SNS」（24.8％）が続く。  

61.3%

45.0%

33.9%

43.1%

24.6%

36.9%

3.9%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

くする
放送による呼びかけやSNSなどで早く情報を伝え

る

外国籍住民が参加しやすい防災訓練を実施する

多言語による防災地図や防災マニュアルを配る

外国籍住民のための相談・情報提供窓口をつくる
外国籍住民と日本人住民が協力できるよう、

日頃から顔の見える関係をつくる

その他

無回答

避難場所の表示や避難場所への経路をわかりやすくする

放送による呼びかけやSNSなどで早く情報を伝える

外国籍住民が参加しやすい防災訓練を実施する

多言語による防災地図や防災マニュアルを配る

外国籍住民のための相談・情報提供窓口をつくる

外国籍住民と日本人住民が協力できるよう、
日頃から顔の見える関係をつくる

その他

無回答

80.7%

53.1%

31.1%

24.8%

1.9%

6.7%

19.1%

2.0%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビやラジオ

インターネット

友人や知人（口コミ）

LINE、Twitter、FacebookなどのSNS

市のホームページや同報無線

防災ホッとメール

学校や勤務先

その他

無回答
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子どもの人数は、「1 人」（24.8％）か「2 人」（27.4％）あるいは、「なし」（27.0％）と
答えた者が多い。 
第１子と第 2子に関する性別、年齢や同居率など基本的な情報についての質問をした。
男女比については、第 1子は男が女を上回り（男 39.3％、女 32.4％）、第 2子では女が男
を（男 39.1％、女 36.5％）上回った。 
子どもの年齢構成については、第 1子の子どもは、0歳から 20歳までの各範囲に大きな
差がなくいるが、26歳以上も 13.7％である。第 2子の子どもも、0歳から 20歳までの各
範囲に大きな差がなくなっている。 
同居・別居については、第 1子、第 2子ともに、同居している割合は、第 1子が 42.6％、
第 2子が 48.7％となっており、2010年度の調査（第 1子 45.3％、第 2子 46.6％）とはさ
ほど変わらないが、過去の調査と比べると 2010 年度の調査及び今回の調査では年齢幅が
広がっていることがわかる。 
別居に関しては、第 1子、第 2子ともに、日本で別居している割合と母国に残している
割合はさほど変わらない。 
生まれた場所については、日本で生まれた子どもは、第 1子が 31.9％、第 2子が 36.5％
であった。一方、母国で生まれた子どもは、第 1子が 34.6％、第 2子が 28.7％であった。
2010年度の調査では、日本で生まれた子どもは、第 1子で 28.1％、第 2子で 32.1％、母
国で生まれた子どもは、第 1子が 40.1％、第 2子が 39.4％であった。2006年度の調査及
び 2010 年度の調査ともに母国で生まれた子どもの割合が日本で生まれた子どもの割合を
超えていた。今回の調査においても、第 1子は同様の結果となったものの、第 2子では日
本で生まれた子どもの割合が母国で生まれた子どもの割合を超える結果となった。調査を
重ねるごとに日本で生まれた子どもと母国で生まれた子どもの割合の差が縮まってきたが、
今回第 2子では逆転している。 
入国した時の年齢についての質問の答えとしては、第 1子が 25.0％、第 2子が 27.4％と

2010年度の調査（第 1子 24.1％、第 2子 29.5％）と同じく、ともに日本での出生が最も
多かった。入国した年齢は、年齢が低い時期に入国している割合が高く、年齢が高くなる
につれて割合は減少している。 
学齢期の子どもの就学先についての質問に関しては、第 1 子、第 2 子ともに、「日本の
小･中学校に就学している」との回答（第 1 子 64.5％、第 2 子 69.6％）が、「外国人学校
に就学している」との回答(第 1子 13.5％、第 2子 10.1％）を上回った。 

2010年度の調査では、「日本の小・中学校に就学している」との回答が、第 1子で 63.2％、
第 2子で 67.1％、「外国人学校に就学している」との回答が、第 1子で 24.3％、第 2子で
18.8％であり、外国人学校への就学が減少した。これは、人口の減少だけではなく、経済
環境及び雇用環境の改善があまり進んでいないことや帰国を前提とした一時的な滞在が少
なくなっていることも影響していると思われる。 
「子どもが学校に行っていない」と回答した者は、第 1 子、第 2 子ともにいなかった。
（2010年度：第 1子 2.2％、第 2 子 2.4％） 
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学齢期の子どもの授業を理解できる日本語能力については、第 1子、第 2子とも「授業
を十分に理解できる」と回答した者は、第 1子で 66.7％、第 2子で 75.9％であった。2010
年度の調査（第 1 子 65.4％、第 2 子 56.5％）と比較すると、第 1 子では大きな変化はな
いが、第 2子においては 19.4ポイント上昇している。 
今回新たに質問した、学齢期の子どもの中学校卒業後の進路希望では、「日本の高校への
進学」が 7割を超え（72.3％）、「外国人学校など」（7.8％）、「帰国させ母国の高校」（8.5％）
を大きく上回った。 
実際の 15歳以上の子どもの就学状況（最終在籍学校を含む）は、第 1子では、「日本の
高校」（36.7％）が「外国人学校（高校）」（17.3%）より多く、第 2子においても同様に、
「日本の高校」（53.2％）が「外国人学校（高校）」（9.1%）を大きく上回り、前述の進
路希望と同様の結果が得られた。2010年度の調査では、日本の高校が、第 1子で 39.8％、
第 2子で 22.0％であり、外国人学校の高校が、第１子で 21.3％、第 2子で 24.0％であっ
た。 
なお、外国人の子どもの教育については、2006年度の調査は、外国人学校経由で抽出し
た対象者が全体の 25.6％を、公立学校経由で抽出した対象者が 11％を占めるなど複数の
抽出方法を採用したことから、経年的な比較は前回の 2010年度の調査のみとした。 
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図 46【子どもの人数】 
 n=540 

 

・「0人」（27.0％）、「2人」（27.4％）がほぼ同数であった。 
・「1人」（24.8％）、「3人」は 10.4％、「4人以上」と回答した者は 4.8％であった。 
 

 

図 47【同居・別居の子どもの人数】  
 同居している子どものいる世帯：n=273 
 別居している子どもいる世帯（日本に居住）：n= 71 
 別居している子どものいる世帯（母国に居住）：n= 86 

 

・同居している子どもの人数は、1人が 50.5％、2人が 34.4％であった。 
・日本に別居している子どもの人数は、1人の割合が多く 54.9％であり、母国に別居し
ている子どもの人数は、前述の 2つの項目に比べ、2人と 3人の割合が多く、それぞ
れ 38.4％、12.8％であった。 

  

27.0%

24.8%

27.4%

10.4%

4.8%

5.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

0人

1人

2人

3人

4人以上

無回答

50.5%

54.9%

47.7%

34.4%

35.2%

38.4%

11.0%

8.5%

12.8%

3.7%

1.4%

1.2%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同居している子どもの人数

別居している子どもの
人数（日本に居住）

別居している子どもの
人数（母国に居住）

1人 2人 3人 4人以上 無効

0%

0%
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図 48-1【子どもの属性：性別】 

 

・「１番上の子ども」の男女比は、男 39.3％、女 32.4％であった。 
・「上から 2番目の子ども」の男女比は、男 36.5％、女 39.1％であった。 
 

図 48-2【子どもの属性：年齢】 

 

・第 1子では「0～5歳」（14.0％）が最も多く、次いで「26歳以上」（13.7％）、 
「16～20 歳」（13.5％）、「11～15 歳」（11.0％）、「21～25 歳」（10.7％）、「6～10 歳」
（7.4％）が続く。 

・第 2子では「6～10歳」（14.8％）が最も多く、次いで「11～15歳」（13.9％）、 
「16～20歳」、「26歳以上」（同率で 13.0％）、「0～5歳」（10.4％）、「21～25歳」（9.1％）
が続く。 

  

32.4%

39.3%

28.0%

0.3%

39.1%

36.5%

24.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

女

男

無回答

無効

１番上の子ども：n=364 上から2番めの子供：n=230

14.0%

7.4%

11.0%

13.5%

10.7%

13.7%

29.7%

10.4%

14.8%

13.9%

13.0%

9.1%

13.0%

25.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

0～5歳

6～10歳

11～15歳

16～20歳

21～25歳

26歳以上

無回答

１番上の子ども：n=364 上から2番めの子供：n=230
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図 48-3【子どもの属性：同居・別居（第 1子・第 2子）】 

 

・第 1子については、日本で同居が 42.6％、日本で別居が 11.0％、母国に住んでいるが
14.8％であった。 

・第 2子については、日本で同居が 48.7％、日本で別居が 13.5％、母国に住んでいるが
10.4％であった。 

 
図 48-4【子どもの属性：生まれた場所 （第 1子・第 2子）】 

 

・第 1子の生まれた場所は日本が 31.9％、母国が 34.6％であった。 
・第 2子の生まれた場所は、日本が 36.5％、母国は 28.7％であった。 

42.6%

11.0%

14.8%

31.6%

0.0%

48.7%

13.5%

10.4%

27.0%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

同居

日本国内で別居

母国に居住

無回答

無効

１番上の子ども：n=364 上から2番めの子供：n=230

31.9%

34.6%

0.0%

33.2%

0.3%

36.5%

28.7%

0.0%

34.8%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

日本

母国

その他

無回答

無効

１番上の子ども：n=364 上から2番めの子供：n=230
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図 48-5【子どもの属性：入国したときの年齢】 （第 1子・第 2子）】 

 

・第 1子は日本での出生が最も多く 25.0％であった。次いで、0～5歳の入国が 11.3％ 
と多く、年齢が高くなるにつれ徐々に減少している。 
・第 2子についても、日本での出生が 27.0％と最も多く、次いで、0～5歳の入国が 11.3％ 
であり、第 1子と同様に年齢が高くなるにつれ徐々に減少している。 

 

 

図 49【学齢期の子どもの就学状況 （第 1子・第 2子）】 

 

・第 1子、第 2子ともに｢日本の小･中学校」が最も多く（64.5％、69.6％）、次いで、 
外国人学校（13.5％、10.1％）が続く。  

25.0%

11.3%

6.3%

3.6%

3.8%

0.8%

1.4%

47.8%

0.0%

27.0%

11.3%

5.7%

3.9%

2.6%

1.7%

0.9%

46.5%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日本で出生

0～5歳

6～10歳

11～15歳

16～20歳

21～25歳

26歳以上

無回答

無効

１番上の子ども：n=364 上から2番めの子供：n=230

64.5%

13.5%

0.0%

12.1%

9.9%

0.0%

69.6%

10.1%

0.0%

19.0%

0.0%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

日本の小学校か中学校に行っている

外国人学校に行っている

学校に行っていない

その他

無回答

無効

１番上の子ども：n=141 上から2番めの子供：n=79
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図 50【学齢期の子どもの日本語能力 （第 1子・第 2子）】 

 

・第 1 子、第 2 子とも「日本語での授業を十分理解できる」と回答した者（それぞれ、
66.7％、75.9％）が、「ほとんどできない」（それぞれ、9.2％、11.4％）を大きく上回
った。 

 

図 47【学齢期の子どもの進路の希望】 
 n=141 

 

・「日本の高校に進学」が 72.3％と最も多い。他は 10％以下に留まった。 

66.7%

4.3%

5.0%

9.2%

5.0%

9.2%

0.7%

75.9%

1.3%

6.3%

11.4%

5.1%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

日本語での授業を十分理解できる

日本語での授業を理解するのは難しい
が、日常生活ではあまり困らない

日常生活で、ときどき困ることがある

ほとんどできない

どのぐらいできるかわからない

無回答

無効

１番上の子ども：n=141 上から2番めの子供：n=79

日本語での授業を理解するのは難しい
が、日常生活ではあまり困らない

72.3%

7.8%

8.5%

2.8%

5.7%

0.0%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

日本の高校に進学

外国人学校など

帰国させ母国の高校

就職

その他

無回答

無効
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図 47【15歳以上の子どもの就学状況（最終在籍学校を含む）（第 1子・第 2子）】 

 

・第 1子の最終在籍学校は、順に｢日本の高校」（36.7％）、「日本の短大・高専・大学・
大学院」（17.3％）、「外国人学校（高校）」（14.4％）であった。 

・第 2子の最終在籍学校は、順に｢日本の高校」（53.2％）、「日本の短大・高専・大学・
大学院」と「外国人学校（高校）」（同率 9.1％）であった。 

・「高校に進学していない」は、第 1子で 8.6％、第 2子で 3.9％であった。 
  

36.7%

17.3%

14.4%

8.6%

23.0%

53.2%

9.1%

9.1%

3.9%

24.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日本の高校

日本の短大・高専・大学・大学院

外国人学校（高校）

高校に進学していない

その他

１番上の子ども：n=139 上から2番めの子供：n=77
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外国人も住民として様々な行政サービスを利用している。中でも、日常生活上必要とな
る多言語による「ごみ収集カレンダー」の利用は 2010年度の調査（67.9％）に引き続き、
非常に高い（73.0％）ことから、多くの外国人がごみの分別収集に関心を示していると思
われる。 
「広報はままつ（日本語版・英語版・ポルトガル語版）」の利用は 42.0％、「浜松市ホー

ムページ（日本語・自動翻訳・カナルハママツ）」の利用は 30.7％と、2010年度の調査（そ
れぞれ 62.2％、35.0％）と比較すると減少している。これは、前回まで南米系外国人のみ
を対象としてきたことが影響していると思われるものの、地域生活で必要となる情報を多
言語で提供できる媒体として、周知を強化する必要がある。 
外国人の行政サービスの希望としては、「行政情報の多言語化の充実」が最も多く
（34.3％）、続いてほとんど差がなく「行政の窓口における通訳の充実」が多かった（33.5％）。 
また、「外国人の子どもに対する教育支援の充実」と「日本語教育・教室の充実」がともに
29.8％であり、教育に関する意識や学習意欲が高いことがわかる。その他、希望する割合
が高い行政サービスは、「防災対策等の情報提供、講習会の充実」（25.2%）、「日本人との
交流機会の充実」（24.8％）、「浜松でのルール等を学ぶ機会の充実」（23.1％）であった。 
今回の調査では、「母国への送金をしない」が 39.8％を占め、2010年度の調査（45.3％）
から若干（5.5％）減った。一方、送金を「定期的にしている」（24.1％）及び「ときどき
送金をしている」（31.1％）を合わせると 55.2％を占め、2010年度の調査（53.7％）とほ
ぼ変わらなかった。また、送金しているものの送金額が減る傾向は変わらず（5 万円以上
を送金する割合：今回の調査 16.7％、2010年度の調査 18.2％、2006年度の調査 33.0％）、
引き続き、日本での生活に重きを置く傾向が見られた。 
今後の日本での滞在については、「日本に永住する予定」が 44.1％を占め、2006年度の

調査（5.9％）、2010 年度の調査（27.9％）と比べると、回数を重ねる毎に上昇している。
また、「日本に永住する予定」と「できるだけ日本に長く滞在し、いずれは母国に帰国する
予定」の者の割合を足すと 7割を超え（71.1％）、2010年度の調査（66.6％）に比べ上昇
するなど、今後も長期に滞在する定住化傾向が読み取れる。 
最後に、今回新たに質問した過去の帰国の考えの有無については、「ない」（59.3％）が

「ある」（34.6％）を 24.7ポイント上回る結果となった。帰国を考えた原因では、「働き口
の減少」（22.5％）が最も多く、次いで、「子どもの教育」（13.4％）、「自然災害」（10.2％）
と続いた。近年の外国人を取り巻く環境の大きな変化を反映した結果がうかがえた。 
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図 53【行政サービスの利用状況】 
 n=540 

 

・「ごみ収集カレンダー」は最も良く利用されている（73.0％）。次いで、｢広報はままつ
（英語版・ポルトガル語版）」（22.6％）が続く。 
・知っているが利用したことはない行政サービスでは、順に「日本語教室」（25.9％）、
「広報はままつ（日本語版）」（22.4％）、「生活相談（多文化共生センター）」（19.6％）
と続く。 

19.4%

22.6%

13.7%

9.4%

7.6%

6.1%

73.0%

7.4%

12.8%

22.4%

17.4%

19.3%

17.4%

11.7%

10.7%

4.8%

19.6%

25.9%

25.7%

30.9%

30.6%

34.8%

40.2%

41.3%

7.0%

34.1%

24.8%

32.4%

28.9%

36.5%

38.3%

40.6%

41.7%

14.8%

38.9%

36.5%

0.0%

0.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.2%

0.4%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

広報はままつ（日本語版）

広報はままつ（英語版・ポルトガル語版）

浜松市役所のホームページ（日本語版）

浜松市役所のホームページ（自動翻訳）

カナル・ハママツ（浜松の生活情報を掲載したＨＰ）

防災ホッとメール

ごみ収集カレンダー

生活相談（多文化共生センター）

日本語教室（学習支援センター）

利用したことがある 知っているが利用したことはない 知らない 無回答 無効
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図 54【行政サービスへの希望】  
 n=540 

 

・「行政情報の多言語化の充実」（34.3％）が最も多い。次いで、「行政の窓口における通
訳の充実」（33.5%）が僅差で続く。 

・そのほかでは、「外国人の子どもに対する教育支援の充実」と「日本語教育・教室の
充実」がともに 29.8％であった。 

 

図 55【母国への送金】  
 n=540 

 

・母国への送金を「していない」（39.8％）が最も多いが、「ときどきしている」（31.1％）
と「定期的にしている」（24.1％）を合わせると 55.2％となり半数を超える。 

34.3%
33.5%

29.8%
29.8%

20.7%
24.8%

23.1%
19.8%

25.2%
7.2%

16.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

行政情報の多言語化の充実

行政の窓口における通訳の充実

外国人の子どもに対する教育支援の充実

日本語教育・教室の充実

生活相談窓口の充実

日本人との交流機会の充実

浜松での生活ルール等を学ぶ機会の充実

外国人が各国の文化や伝統芸能を発表する機会…

防災対策等の情報提供、講習会の充実

その他

無回答

24.1%

31.1%

39.8%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

定期的にしている

ときどきしている

していない

無回答
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図 56【1ヶ月の平均送金額】 
 n=540 

 

・「5万円以上」（16.7％）が最も多く、次いで「1～2万円」（15.7％）、「3～4万円」（15.0％）、
「1万円未満」（7.4％）であった。 

 

図 57【今後の日本での滞在予定】 
 n=540 

 

・｢日本に永住する予定」（44.1％）との回答が最も多かった。次いで、｢できるだけ日本
に長く滞在し、いずれは母国に帰国する予定」（27.0％）であり、今後も長期に滞在す
る定住化傾向が読み取れる。 

  

7.4%

15.7%

15.0%

16.7%

45.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1万円未満

1～2万円

3～4万円

5万円以上

無回答

44.1%

6.1%

3.7%

27.0%

1.7%

10.6%

6.5%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日本に永住する予定

3年以内に母国に帰国する予定

10年以内に母国に帰国する予定

できるだけ日本に長く滞在し、いずれは母
国に帰国する予定

母国と日本以外の国に行く予定

わからない

無回答

無効
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図 58【帰国の考慮】 
 n=540 

 

・「ない」と回答した者（59.3％）が「ある」（34.6％）を 24.7ポイント上回った。 
 

 

図 59【帰国の原因】 
 n=187 

 

・「働き口の減少」（22.5％）が最も多かった。次いで、「子どもの教育」（13.4％）、 
「自然災害」（10.2％）と続く。 
・「その他」（38.5％）の回答の中では、「家族のため」と回答した者が最も多かった。 
 

ある, 34.6%

ない, 59.3%

無回答, 6.1%

22.5%

10.2%

13.4%

38.5%

6.4%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

働き口の減少

自然災害

子どもの教育

その他

無回答

無効
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 2010年度の調査に引き続き、今回も多文化共生に関する日本人市民の意識調査を実施し
た。調査対象者の抽出方法は前回と同様に住民基本台帳からの無作為抽出である。 
 本調査における回答者の性別内訳を見ると、「女性」が 54.8％、「男性」が 42.6％を占め、
女性が男性を上回った。2010 年度の調査においても、女性が男性を上回っており（女性
49.9％、男性 41.5％）、性別構成では男性の比率が下がっている。年齢構成を見てみると、
「50歳代」（18.6％）が最も多く、「60歳代」（17.9％）、「40歳代」（16.8％）と続き、2010
年度の調査と比べても大きな変化はない。また、回答者の職種では、「その他」（55.7％）
以外では、「製造業」（14.0％）、「サービス業」（11.5％）が多くみられた。 
 
 

図 1【性別】 
 n=549 

 

・「女性」が 54.8％で、「男性」42.6％を 12.2ポイント上回った。 
  

女性, 54.8%

男性, 42.6%

無回答, 2.6%
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図 2【年齢】 
 n=549 

 

・「50歳代」が 18.6％と最も多く、これを頂点として山型に分布している。 
 

図 3【職種】 
 n=549 

 

・「その他」（55.7％）以外では「製造業」（14.0％）、「サービス」（11.5％）が多かった。 

1.3%

9.5%

13.3%

16.8%

18.6%

17.9%

14.6%

7.5%

0.7%

0% 5% 10% 15% 20%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

無回答

2.2%

14.0%

1.5%

3.8%

1.8%

11.5%

2.9%

55.7%

6.2%

0.4%

0% 20% 40% 60%

建設業

製造業

輸送・通信

卸売・小売業・飲食店

金融・保険業

サービス

農林水産業

その他

無回答

無効（複数回答）
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 近くに住む外国人の有無では、「住んでいない」が 40.8％と最も多いものの、「多少住ん
でいる」（33.3％）と回答した者もいた。（2010年度：45.2％、32.4％） 
 外国人との付き合いの有無では、「あいさつをする程度の付き合いがある」が 32.1％と
2010年度の調査（27.0％）から上昇し、「ほとんどない」が 28.4％と 2010年度の調査（32.1％）
から減少するなど近隣の外国人との付き合う機会は徐々にではあるが増えているようであ
る。また、近隣の外国人をどのように感じるかでは、「どちらともいえない」が 14.9％と
最も多く、「どちらかといえば親しみを感じる」（8.9％）、「どちらかといえば親しみを感じ
ない」（7.3％）と続く。一方、近隣以外に住む外国人との付き合いの有無では、「ほとんど
ない」が 66.7％と最も多いが、「ときどき言葉を交わす程度」が 15.1％、「顔や名前を知っ
ている程度」が 7.5％と、少ないながらも関わり合いが全くないわけではない。 
 付き合いがある場所では、「仕事や職場」が 51.5％と 2010年度の調査（56.6％）と同様
に最も多いが、「趣味の活動」（17.2％）が 2010 年度の調査（9.6％）から上昇しており、
対象者が限られてはいるが、仕事から離れた場所での交流もあるようである。 
 次に、今回新たに質問した地域に外国人が増えることの利点では、「異文化体験の機会が
増える」（42.4％）、「まちの活性化につながる」（30.2％）、「消費者が増える」（28.1％）と
なった。 
 外国人との交流においては、「文化や習慣の違い」（57.9％）や「言葉の違い」（49.0％）
を課題として挙げる者が 2010年度の調査（それぞれ 48.9％、47.0％）と同様に多くいた。 
 外国人との相互理解のためには、「地域での交流や活動の機会」（51.5％）、「伝統芸能や
食事など異文化を体験する機会」（37.9％）、「互いの言語を学習する講座」（34.6％）を挙
げる者が多くおり、そのためには、「生活するうえでのルール等を外国人に知ってもらう」
（64.7％）ことや、「日常的にあいさつをする」（58.8％）ことが地域で必要なことだと 2010
年度の調査（それぞれ 64.2％、56.1％）と同様に回答している。 
 外国人に対する行政サービスに関する日本人の認知度については 2010 年度の調査と同
様に全体的に低いことがわかる。 
 最後に、「多文化共生」という言葉・考え方に関する認知について見てみる。「知ってい
る」が 55.9％（「よく知っている」（2.2％）、「少しは知っている」（12.0％）、「言葉だけ知
っている」（41.7％））と 2010 年度の調査（48.2％）に比べ 7.7 ポイント上昇し、徐々に
ではあるが、理解が広がっている様子がうかがえる。 
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図 4【近くに住む外国人の有無】 
 n=549 

 

・｢住んでいない」が 40.8％と最も多いが、｢多少住んでいる」と答えた者も 33.3％と 
多くいた。 

 

図 5【外国人との付き合いの有無】 
 n=215 

 

・｢全くない」との回答が 34.9％と最も多いが、｢あいさつをする程度のつきあいはある」 
も 32.1％で続く。｢親しくつきあっている」は 4.7％と僅かであった。 

  

5.8%

33.3%

40.8%

18.6%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

多く住んでいる

多少住んでいる

住んでいない

分からない

無回答

4.7%

32.1%

28.4%

34.9%

0% 10% 20% 30% 40%

親しくつきあっている

あいさつをする程度のつきあいはある

ほとんどない

全くない
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図 6【近隣の外国人の印象】 
 n=215 

 

・｢どちらともいえない」と回答した者が 14.9％と最も多い。 
・「どちらかといえば親しみを感じる｣が 8.9％、「どちらかといえば親しみを感じない」
が 7.3%と続く。 

 

図 7【近隣以外に住む外国人の付き合いの有無】        
 n=549 

 

・「ほとんどない」と回答した者が、66.7％を占める一方、｢時々言葉を交わす程度」が
15.1％、「顔や名前を知っている程度」が 7.5％と外国人とのつきあいがある者もいる。
｢親しい友人がいる」と回答した者も 7.1％いた。 

  

1.6%

8.9%

14.9%

7.3%

6.2%

0.2%

0% 5% 10% 15% 20%

親しみを感じる

どちらかといえば親しみを感じる

どちらともいえない

どちらかといえば親しみを感じない

親しみを感じない

無回答

7.1%

15.1%

7.5%

66.7%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80%

親しい友人がいる

時々言葉を交わす程度

顔や名前を知っている程度

ほとんどない

無回答
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図 8【外国人との付き合い方】 
 n=163 

 

・｢仕事や職場で」での交流を挙げた者が 51.5％と最も多い。 
・仕事を離れて、｢趣味の活動で」（17.2％）、｢子どもを通じた親同士の交流で」（13.5％）
のほか、｢ボランティア活動で」（4.9％）を挙げる者もいた。 

 

図 9【地域に外国人が増える利点】 
 n=549 

 

・「異文化体験の機会が増える」が 42.4％と最も多い。次いで、「まちの活性化につな 
がる」（30.2％）、「消費者が増える」（28.1％）、「働き手が増える」（24.4％）と続く。

51.5%

13.5%

17.2%

4.9%

10.4%

17.8%

1.8%

0% 20% 40% 60%

仕事や職場で

子どもを通じた親同士の交流で

趣味の活動で

ボランティア活動で

自治会など地域活動で

その他

無回答

24.4%

28.1%

42.4%

30.2%

10.6%

14.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

働き手が増える

消費者が増える

異文化体験の機会が増える

まちの活性化につながる

その他

無回答
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図 10【外国人との交流における課題】 
 n=549 

 

・｢文化や習慣の違い」（57.9％）や｢言葉の違い」（49.0％）が上位を占めた。 
・｢出会う機会がない」（26.6％）ことを交流できない理由に挙げた者も多かったが、 
｢特に問題となることはない」（10.7％）との回答もあった。 

 

図 11【外国人との相互理解のための機会としてあれば良いこと】 
 n=549 

 

・「地域での交流や活動の機会」が 51.5％と最も多い。 
・｢異文化体験講座（各国の伝統芸能や食事などを体験する講座）」が 37.9％、｢互いの
言語を学習する講座」が 34.6％、｢海外の音楽や踊りなどに触れるイベント｣が 23.7％
と続く。  

49.0%

57.9%

26.6%

10.7%

3.1%

4.9%

0% 20% 40% 60%

言葉の違い

文化や習慣の違い

出会う機会がない

特に問題となることはない

その他

無回答

37.9%

23.7%

34.6%

51.5%

6.7%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

異文化を体験する機会
（伝統芸能や食事を体験する講座）
海外の音楽や踊りなどに触れる

イベント

互いの言語を学習する講座

地域での交流や活動の機会

その他

無回答

異文化を体験する機会
（伝統芸能や食事を体験する講座）
海外の音楽や踊りなどに触れる
イベント
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図 12【外国人との相互理解に必要なこと】 
 n=549 

 

・｢生活するうえでのルール等を外国籍住民に知ってもらう」が 64.7％で最も多かった。 
・次いで、｢日常的にあいさつをする」が 58.8％、｢文化や生活習慣の違いについて知る 
が 45.4％など、双方からの歩み寄りが相互理解につながるとの回答も多くを占めた。 

・日本人の側からは｢差別意識を持たないようにする」が 47.9％のほか、｢地域の交流や
活動に参加を呼び掛ける」が 33.7％など外国人への働きかけを必要と考える回答も多
かった。 

  

58.8%

47.9%

45.4%

33.7%

64.7%

2.9%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80%

日常的にあいさつをする

差別意識を持たないようにする

文化や生活習慣の違いについて知る

地域の交流や活動に参加を呼び掛ける

生活するうえでのルール等を
外国籍住民に知ってもらう

その他

無回答
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図 13【外国人に対する行政サービスの認知】           
 n=549 

 

・全ての質問項目で、｢知らない」と回答した者が｢知っている」と回答した者を上回り、 
外国人に対する行政サービスに関する日本人の認知度が低いことがわかる。 
・個々の行政サービスについては｢ごみ収集カレンダー外国語版（英語、ポルトガル語 
等）の作成」（37.5％）が、生活に密着しているためか最も多く、｢広報はままつ 外国
語版（英語、ポルトガル語）の発行」（26.6％）が続く。 

  

9.5%

7.7%

6.0%

15.7%

6.2%

3.5%

26.6%

14.4%

37.5%

89.1%

90.0%

90.7%

81.8%

90.9%

93.3%

71.4%

82.7%

59.6%

1.5%

2.4%

3.3%

2.6%

2.9%

3.3%

2.0%

2.9%

2.6%
0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

浜松市多文化共生センター（多文化共生を推進す
るための総合的な拠点）

地域における多文化共生の相談窓口（多文化共生
センター）

外国人が多く住んでいる地域に対する支援（多文
化共生センター）

浜松市外国人学習支援センター（外国人を対象と
した総合的な学習支援の拠点）

多文化体験講座（外国人学習支援センター）

浜松市の多文化共生の取組等に関する出前講座

広報はままつ外国語版
（英語、ポルトガル語）の発行

浜松の生活情報を掲載したＨＰ
（やさしい日本語、英語、ポルトガル語、スペ…

ごみ収集カレンダー外国語版
（英語、ポルトガル語等）の作成

知っている 知らない 無回答 無効

浜松市多文化共生センター（多文化共生を
推進するための総合的な拠点）

地域における多文化共生の相談窓口
（多文化共生センター）

外国人が多く住んでいる地域に対する支援
（多文化共生センター）

浜松市外国人学習支援センター（外国人を
対象とした総合的な学習支援の拠点）

多文化体験講座（外国人学習支援センター）

浜松市の多文化共生の取組等に関する出前講座

広報はままつ外国語版
（英語、ポルトガル語）の発行

浜松の生活情報を掲載したＨＰ（やさしい日本語、英
語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語、中国語）

ごみ収集カレンダー外国語版
（英語、ポルトガル語等）の作成
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図 14【「多文化共生」という言葉・考え方に関する認知】        
 n=549 

 
・多文化共生という言葉の認知度は、55.9％（｢よく知っている」（2.2％）、「少しは知っ
ている」（12.0％）、｢言葉だけは知っている」（41.7％））であった。 

・一方、多文化共生という言葉を「知らない」と回答した者は 41.5％であった。 

2.2%

12.0%

41.7%

41.5%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

よく知っている

少しは知っている

言葉だけは知っている

知らない

無回答
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7 世帯の人数 n=540
度数 割合

1人 89 16.5%
2人 110 20.4%
3人 131 24.3%
4人 120 22.2%

1 基本属性 5人 47 8.7%
6人以上 36 6.7%

1 性別 n=540 無回答 6 1.1%
度数 割合 無効 1 0.2%

女性 298 55.2% 合計 540 100.0%
男性 238 44.1%
無回答 4 0.7% 8 n=540
合計 540 100.0% 度数 割合

配偶者 341 63.1%
2 年齢 n=540 子ども 288 53.3%

度数 割合 兄弟姉妹 33 6.1%
10歳代 13 2.4% 父親 36 6.7%
20歳代 91 16.9% 母親 42 7.8%
30歳代 143 26.5% 配偶者の父親 18 3.3%
40歳代 143 26.5% 配偶者の母親 32 5.9%
50歳代 86 15.9% 祖父 4 0.7%
60歳代 39 7.2% 祖母 4 0.7%
70歳代 22 4.1% 配偶者の祖父 1 0.2%
80歳以上 1 0.2% 配偶者の祖母 1 0.2%
無回答 2 0.4% 孫 13 2.4%
合計 540 100.0% 恋人 9 1.7%

友人 22 4.1%
3 国籍 n=540 その他 49 9.1%

度数 割合 無回答 58 10.7%
ブラジル 213 39.4%
ペルー 34 6.3% 9 婚姻関係 n=540
フィリピン 96 17.8% 度数 割合
中国 83 15.4% 160 29.6%
韓国・朝鮮 40 7.4% 222 41.1%
ベトナム 23 4.3% していない 137 25.4%
インドネシア 11 2.0% 無回答 20 3.7%
その他 36 6.7% 無効 1 0.2%
無回答 3 0.6% 合計 540 100.0%
ブラジルとフィリピン 1 0.2%
合計 40 100 0% 10 初来日年 40 11 通算滞在期間 40

世帯構成【あてはまるもの全てを選択】

している（配偶者は日本国籍）
している（配偶者は日本国籍以外）

単純集計では次の2つの場合に分けて表示している。

１．単純集計結果（外国人市民）

第５部 参考資料

（1）選択肢のひとつを回答する場合
　　無回答分も合わせて合計値を表示
（2）あてはまるもの全てを選択する場合
　　選択肢ごとの回答数を表示し、合計値は表示せず。

合計 540 100.0% 10 初来日年 n=540 11 通算滞在期間 n=540
度数 割合 度数 割合

4 日系何世か n=540 日本で出生 39 7.2% 1年未満 17 3.1%
度数 割合 1989以前 26 4.8% 1～2年 27 5.0%

1世 34 6.3% 1990 37 6.9% 3～5年 43 8.0%
2世 127 23.5% 1991 43 8.0% 6～8年 60 11.1%
3世 102 18.9% 1992 22 4.1% 9～11年 58 10.7%
4世 12 2.2% 1993 14 2.6% 12～14年 69 12.8%
非日系 224 41.5% 1994 8 1.5% 15年以上 239 44.3%
その他 23 4.3% 1995 17 3.1% 無回答 27 5.0%
無回答 18 3.3% 1996 12 2.2% 合計 540 100.0%
合計 540 100.0% 1997 14 2.6%

1998 20 3.7% 12 浜松での通算滞在期間 n=540
5 在留資格 n=540 1999 24 4.4% 度数 割合

度数 割合 2000 21 3.9% 1年未満 32 5.9%
永住者 308 57.0% 2001 19 3.5% 1～2年 38 7.0%
特別永住者 24 4.4% 2002 11 2.0% 3～5年 67 12.4%
日本人の配偶者等 63 11.7% 2003 18 3.3% 6～8年 86 15.9%
定住者 75 13.9% 2004 18 3.3% 9～11年 64 11.9%
その他 57 10.6% 2005 12 2.2% 12～14年 63 11.7%
無回答 13 2.4% 2006 17 3.1% 15年以上 177 32.8%
合計 540 100.0% 2007 14 2.6% 無回答 13 2.4%

2008 16 3.0% 合計 540 100.0%
6 永住資格の取得及び帰化の意向 n=540 2009 10 1.9%

度数 割合 2010 6 1.1%
永住資格を持っている 313 58.0% 2011 11 2.0%
永住資格の取得を考えている 128 23.7% 2012 17 3.1%
帰化を考えている 44 8.1% 2013 18 3.3%

40 7.4% 2014 10 1.9%
無回答 13 2.4% 無回答 31 5.7%
無効 2 0.4% 無効 15 2.8%
合計 540 100.0% 合計 540 100.0%

永住資格の取得や帰化は考えていない
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2 雇用・労働

13 就業の状態 n=540 16 雇用状態の変化 n=382
度数 割合 度数 割合

382 70.7% 正社員にかわった 47 12.3%
28 5.2% 43 11.3%
90 16.7% かわらない 248 64.9%
34 6.3% 無回答 44 11.5%
6 1.1% 合計 382 100.0%

540 100.0% 762
17 業種 n=382

14 就業の方法 n=382 度数 割合
度数 割合 建設業 12 3.1%

ハローワークを通じて 33 8.6% 159 41.6%
斡旋業者を通じて 71 18.6% 製造業（電子機器） 19 5.0%
日本人の知人を通じて 28 7.3% 製造業（食料品） 13 3.4%
同国籍者の知人を通じて 81 21.2% 製造業（その他） 34 8.9%
家族や親族の紹介 65 17.0% 輸送・通信 4 1.0%
新聞・求人雑誌 37 9.7% 卸売・小売業・飲食店 29 7.6%
その他 60 15.7% 金融・保険業 3 0.8%
無回答 6 1.6% サービス 27 7.1%
無効 1 0.3% 農林水産業 3 0.8%
合計 382 100.0% 介護・福祉 6 1.6%

375 その他 61 16.0%
15 雇用形態 n=382 無回答 11 2.9%

度数 割合 無効 1 0.3%
直接雇用（正社員） 102 26.7% 合計 382 100.0%

100 26.2%
間接雇用（派遣・請負） 134 35.1%
自営業主 19 5.0%
家族従業者 10 2.6% 18 近年で職種の変更 n=382
学生 4 1.0% 度数 割合
その他 11 2.9% かわった 54 14.1%
無回答 2 0.5% かわらない 292 76.4%
合計 382 100.0% 無回答 36 9.4%

380 合計 382 100.0%
▼ n=54

度数 割合 度数 割合 度数 割合
0.0% 1 1.9% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%

3 5.6% 0.0% 0.0%
0.0% 3 5.6% 0.0%
0.0% 1 1.9% 0.0%
0.0% 0.0% 2 3.7%
0 0% 0 0% 0 0%

卸売・小売・飲食店→建設業

卸売・小売・飲食店→製造業

卸売・小売・飲食店→輸送通信

卸売・小売・飲食店→金融・保険

卸売・小売・飲食店→サービス

卸売・小売・飲食店→農林水産業

合計

製造業（自動車・オートバイなどの輸送機器）

建設業→製造業
建設業→輸送通信
建設業→卸売・小売・飲食店

建設業→金融・保険
建設業→サービス
建設業→農林水産業
建設業→介護・福祉

パートやアルバイトにかわった

輸送通信→介護・福祉

無回答

就業している
仕事を探している
就業していない（専業主婦・主夫）
その他

直接雇用（臨時雇用・パート・アルバイト）

サービス→農林水産業
サービス→介護・福祉
農林水産業→建設業
農林水産業→製造業
農林水産業→輸送通信
農林水産業→卸売・小売・飲食店

農林水産業→金融・保険0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 0.0%

2 3.7% 0.0% 無回答 10 18.5%
0.0% 0.0% 無効 32 59.3%
0.0% 0.0%
0.0% 0.0% 54 100%

かわる前、かわった後のどちらかが未記入、どちらかもしくは両方が複数回答の場合は無効、両方が未記入の場合は無回答

19 職種 n=382 21 n=382 22 月収 n=382
度数 割合 度数 割合 度数 割合

183 47.9% 1年未満 83 21.7% 5万円未満 13 3.4%
47 12.3% 1年 39 10.2% 5～7万円 16 4.2%
48 12.6% 2年 43 11.3% 8～10万円 26 6.8%
7 1.8% 3年 36 9.4% 11～13万円 35 9.2%

76 19.9% 4年 22 5.8% 14～16万円 69 18.1%
19 5.0% 5～6年 45 11.8% 17～20万円 56 14.7%
2 0.5% 7～9年 31 8.1% 21～25万円 83 21.7%

382 100.0% 10年以上 69 18.1% 26～30万円 31 8.1%
無回答 14 3.7% 31～35万円 18 4.7%

20 1日あたりの労働時間と1週間の労働日数 合計 382 100.0% 36～40万円 9 2.4%
n=382 n=382 40万円以上 9 2.4%

1日 度数 割合 1週間 度数 割合 無回答 16 4.2%
1～4時間 26 6.8% 1～3日 12 3.1% 無効 1 0.3%
5～7時間 48 12.6% 4日 14 3.7% 合計 382 100.0%
8時間 174 45.5% 5日 234 61.3%
9時間 34 8.9% 6日 85 22.3% 23 職場での日本語使用頻度 n=382
10時間 52 13.6% 7日 4 1.0% 度数 割合
11時間 19 5.0% 無回答 31 8.1% 225 58.9%
12時間 15 3.9% 無効 2 0.5% 107 28.0%
13時間以上 4 1.0% 合計 382 100.0% 35 9.2%
無回答 8 2.1% 8 2.1%
無効 2 0.5% 無回答 5 1.3%
合計 382 100.0% 無効 2 0.5%

合計 382 100.0%

事務的職業（事務員、銀行員など）

卸売 小売 飲食店→農林水産業

卸売・小売・飲食店→介護・福祉

金融・保険→建設業

金融・保険→農林水産業
金融・保険→サービス
金融・保険→卸売・小売・飲食店

金融・保険→輸送通信
金融・保険→製造業製造業→卸売・小売・飲食店

製造業→金融・保険
製造業→サービス
製造業→農林水産業

輸送通信→建設業
輸送通信→製造業

介護・福祉→建設業
介護・福祉→製造業

建設業→介護 福祉
製造業→建設業
製造業→輸送通信

輸送通信→農林水産業 サービス→金融・保険

サービス→卸売・小売・飲食店

輸送通信→卸売・小売・飲食店

輸送通信→金融・保険
輸送通信→サービス

農林水産業→金融 保険

農林水産業→サービス
農林水産業→介護・福祉

常に日本語で仕事をしている
時々使用する（自分で日本語を話す）

時々使用する（通訳を通じて）
ほとんど使用しない

介護・福祉→輸送通信
介護・福祉→卸売・小売・飲食店

介護・福祉→金融・保険
介護・福祉→サービス
介護・福祉→農林水産業

合計

製造業→介護・福祉

サービス→輸送通信
サービス→製造業
サービス→建設業
金融・保険→介護・福祉

現在の職場での勤続期間

その他
無回答
無効
合計

 技能労働・一般作業（製造、修理、輸送、建設、土木などの労働者）

 販売・サービス的職業（店主、店員、セールスマン、給仕、接客など）

 専門的・管理的職業（技術者、看護士、教員、通訳、管理職など）
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3 居住

24 住まい n=540 26 自治会（町内会）への加入 n=540
度数 割合 度数 割合

48 8.9% 233 43.1%
217 40.2% 178 33.0%
93 17.2% 111 20.6%

135 25.0% 18 3.3%
38 7.0% 540 100.0%
9 1.7%

540 100.0% 27 近所付き合い n=540
度数 割合

25 居住期間 n=540 147 27.2%
度数 割合 313 58.0%

67 12.4% 41 7.6%
52 9.6% 33 6.1%
54 10.0% 6 1.1%
59 10.9% 540 100.0%
61 11.3%

239 44.3%
8 1.5%

540 100.0%

28 近所付き合いが全くない理由【あてはまるもの全てを選択】 n=33
度数 割合

言葉が通じないから 15 45.5%
付き合うきっかけがないから 13 39.4%
日本の文化や習慣がわからないから 5 15.2%
文化や習慣の違いを理解してもらえないと思うから 4 12.1%
近所に日本人が住んでいないから 2 6.1%
必要と感じないから 7 21.2%
その他 1 3.0%
無回答 1 3.0%

29 相談相手【あてはまるもの全てを選択】 n=540
度数 割合

行政（市役所など） 153 28.3%
多文化共生センターの相談窓口 13 2.4%
大使館・領事館 22 4.1%
同じ国籍の友人 250 46.3%
日本人の友人 177 32.8%
会社の同僚 121 22.4%
教会等宗教団体 44 8.1%
ボランティア団体 8 1.5%
その他 84 15.6%

公営住宅

合計

民間のアパート
会社の社宅や会社契約のアパート

1年未満
1年
2年
3年

持ち家（マンションも含む）
その他
無回答

4年
5年以上
無回答
合計

全くない
無回答
合計

加入している
加入していない
わからない
無回答

ほとんどない

合計

親しくつきあっている
あいさつをする程度のつきあいはある

その他 84 15.6%
無回答 31 5.7%

30 情報取得の手段【あてはまるもの全てを選択】 n=540
度数 割合

148 27.4%
103 19.1%
36 6.7%
59 10.9%

302 55.9%
129 23.9%
189 35.0%
61 11.3%

362 67.0%
34 6.3%
66 12.2%
23 4.3%
50 9.3%

136 25.2%
13 2.4%
11 2.0%

市役所のホームページ（カナルハママツ等）
ハイスニュース

母国語の雑誌
母国語のラジオ・テレビ

エスニックレストラン・スーパー
日本の新聞
日本のラジオ・テレビ
日本人の友人からの情報
同じ国籍の友人からの情報

その他

会社からの情報
インターネット
市役所の広報紙（日本語版）

SNS（LINE、Twitter、Facebook等）

無回答

市役所の広報紙（英語版、ポルトガル語版）
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4 日本語学習
31 現在の日本語能力 n=540

まったく
できない

あまり
できない

まあまあ
できる

わりと
できる

ほぼ完全
に

できる
無回答 無効 合計

日本語で会話する 度数 9 54 154 164 139 18 2 540
割合 1.7% 10.0% 28.5% 30.4% 25.7% 3.3% 0.4% 100.0%

ひらがな・カタカナを読む 度数 30 40 112 120 202 35 1 540
割合 5.6% 7.4% 20.7% 22.2% 37.4% 6.5% 0.2% 100.0%

漢字を読む 度数 112 130 98 58 95 46 1 540
割合 20.7% 24.1% 18.1% 10.7% 17.6% 8.5% 0.2% 100.0%

日本語を書く 度数 83 118 146 63 82 46 2 540
割合 15.4% 21.9% 27.0% 11.7% 15.2% 8.5% 0.4% 100.0%

32 日本語の学習経験【あてはまるもの全てを選択】 n=540
度数 割合

ない 105 19.4%
ある（来日前） 139 25.7%
ある（外国人学習支援センター） 54 10.0%
ある（ＮＰＯやボランティアによる日本語教室） 45 8.3%
ある（民間の日本語学校） 71 13.1%
ある（勤務先） 31 5.7%
ある（自分で勉強） 197 36.5%
ある（その他） 65 12.0%
無回答 17 3.1%

33 現在の日本語学習 n=540
度数 割合

134 24.8%
387 71.7%
18 3.3%
1 0.2%

540 100.0%

34 日本語学習の理由【あてはまるもの全てを選択】 n=540
度数 割合

138 25.6%
67 12.4%
87 16.1%

205 38.0%
106 19.6%
254 47.0%

35 日本語学習の希望 n=540
度数 割合

より条件のいい仕事を見つけるため
日本人とのつきあいを広げるため
日本で生活していくために必要だから
日本で永住していくために必要だから

仕事で必要だから

無効
合計

無回答

はい
いいえ

無回答

171 31.7%
235 43.5%
17 3.1%
62 11.5%

無回答 53 9.8%
2 0.4%

540 100.0%合計

学習したくない
わからない

無効

機会があれば学習したい
学習したい
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5 医療・保険 6 地震などの自然災害

36 健康保険への加入状況 n=540 43 避難場所 n=540
度数 割合 度数 割合

203 37.6% 373 69.1%
248 45.9% 155 28.7%

1 0.2% 12 2.2%
17 3.1% 0 0.0%
6 1.1% 540 100.0%

44 8.1%
9 1.7% 44 災害時の備え【あてはまるもの全てを選択】 n=540

12 2.2% 度数 割合
540 100.0% 243 45.0%

213 39.4%
37 健康保険未加入の理由【あてはまるもの全てを選択】 n=44 193 35.7%

度数 割合 138 25.6%
8 18.2% 59 10.9%
5 11.4% 68 12.6%
1 2.3% 91 16.9%
6 13.6% 39 7.2%
4 9.1% 11 2.0%

26 59.1% 160 29.6%
7 15.9% 13 2.4%
3 6.8%

45 日頃の備え【あてはまるもの全てを選択】 n=540
38 年金への加入状況 n=540 度数 割合

度数 割合 331 61.3%
115 21.3% 243 45.0%
184 34.1% 183 33.9%

6 1.1% 233 43.1%
24 4.4% 133 24.6%
5 0.9% 199 36.9%
6 1.1% 21 3.9%

42 7.8% 36 6.7%
113 20.9%
31 5.7% 46 災害の情報源【あてはまるもの全てを選択】 n=540
14 2.6% 度数 割合

540 100.0% 436 80.7%
287 53.1%

39 年金未加入の理由【あてはまるもの全てを選択】 n=113 168 31.1%
度数 割合 134 24.8%

28 24.8% 10 1.9%
15 13.3% 36 6.7%
6 5.3% 103 19.1%

11 9.7% 11 2.0%

事業所で加入させてくれない

わからない
入っていない

その他

放送での呼びかけやSNS等の早い情報発信

外国人が参加しやすい防災訓練の実施

多言語の防災地図や防災マニュアル配布

外国人のための相談・情報提供窓口設置

互いの協力のための日頃からの関係づくり

避難場所の表示や経路のわかりやすさ

わからない 合計

携帯ラジオ・懐中電灯などを準備
食料や飲料水を準備している
家族との連絡方法などを決めている

入っていない
無回答

防災ホッとメールに登録している

友人や知人（口コミ）
LINE、Twitter、FacebookなどのSNS
市のホームページや同報無線
防災ホッとメール
学校や勤務先

無回答

テレビやラジオ

インターネット

年金をもらえる資格発生までの加入期間が長い その他

無回答

日本の公的年金制度がわからない
事業所で加入させてくれない
途中で脱退した場合の一時金が少なすぎる

無回答
特に何もしていない

知らない

無回答

母国の民間の年金保険
その他の年金保険

国民健康保険・社会保険に加入すると、年金加入も必要

国民健康保険の加入には未加入の２年間遡及した保険料が必要

金銭的負担が大きい
その他

近日帰国予定

無効
合計

国民年金
厚生年金
民間の年金保険
母国の公的年金保険

消火器を準備している

その他

国民健康保険 知っている

旅行傷害保険 無回答
会社の健康保険

無効

家具などを固定し転倒を防止

無効
合計

防災訓練に参加している

避難する場所を決めている

その他の保険

日本の健康保険の制度がわからない

12 10.6% 11 2.0%
36 31.9%
28 24.8%
8 7.1%

40 病気やけがの時の処置 n=540
度数 割合

370 68.5%
67 12.4%
42 7.8%
34 6.3%
9 1.7%

14 2.6%
4 0.7%

540 100.0%

41 定期健康診断 n=540
度数 割合

会社の定期健康診断を受けている 224 41.5%
無料検診会を受けている 51 9.4%
個人で定期健康診断を受けている 114 21.1%
受けていない 115 21.3%
無回答 21 3.9%
無効 15 2.8%
合計 540 100.0%

42 n=540
度数 割合

日本語が理解できる 310 57.4%
日本語のできる家族・友人を連れて行く 139 25.7%
通訳を雇い連れて行く 14 2.6%
通訳のいる病院に行く 96 17.8%
その他 28 5.2%

24 4.4%無回答

長
近日帰国予定

無回答

すぐに病院に行く
薬を買って飲む

そ 他
無回答

無回答

我慢して様子をみる
病気の経験がない

金銭的負担が大きい
その他

無効
合計

その他

病院での言葉の問題への対応方法【あてはまるもの全てを選択】
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7 子どもの教育

47 子どもの人数 n=540
度数 割合

146 27.0%
134 24.8%
148 27.4%
56 10.4%
26 4.8%
30 5.6%

540 100.0% 同居している子どものいる世帯 n=273
別居している子どもいる世帯（日本に居住） n=71

48 同居・別居の子どもの人数 別居している子どものいる世帯（母国に居住） n=86
1人 2人 3人 4人以上 無回答 無効 合計

同居している子どもの人数 度数 138 94 30 10 0 1 273
割合 50.5% 34.4% 11.0% 3.7% 0.0% 0.4% 100.0%

別居している子どもの人数（日本に居住） 度数 39 25 6 1 0 0 71
割合 54.9% 35.2% 8.5% 1.4% 0.0% 0.0% 100.0%

別居している子どもの人数（母国に居住） 度数 41 33 11 1 0 0 86
割合 47.7% 38.4% 12.8% 1.2% 0.0% 0.0% 100.0%

49 子どもの基本属性 １番上の子ども n=364 １番上の子ども：n=364
上から2番めの子供 n=230 上から2番めの子供：n=230

度数 割合 度数 割合
118 32.4% 90 39.1%
143 39.3% 84 36.5%
102 28.0% 56 24.3%

1 0.3% 0 0.0%
364 100.0% 230 100.0%

※子供の数はQ47から割り出しました

度数 割合 度数 割合
51 14.0% 24 10.4%
27 7.4% 34 14.8%
40 11.0% 32 13.9%
49 13.5% 30 13.0%
39 10.7% 21 9.1%
50 13.7% 30 13.0%

108 29.7% 58 25.2%
0 0.0% 1 0.4%

364 100.0% 230 100.0%

無回答

無回答

無回答

3人
4人以上

0～5歳
6～10歳

上から2番目の子ども

21～25歳
26歳以上

上から2番目の子ども

女
男

無効
合計

1番上の子ども
性別

11～15歳
16～20歳

年齢
1番上の子ども

1人
2人

0人

合計

無効
合計

上から2番目の子ども
同居 別居

1番上の子ども
度数 割合 度数 割合

155 42.6% 112 48.7%
40 11.0% 31 13.5%
54 14.8% 24 10.4%

115 31.6% 62 27.0%
0 0.0% 1 0.4%

364 100.0% 230 100.0%

度数 割合 度数 割合
116 31.9% 84 36.5%
126 34.6% 66 28.7%

0 0.0% 0 0.0%
121 33.2% 80 34.8%

1 0.3% 0 0.0%
364 100.0% 230 100.0%

度数 割合 度数 割合
91 25.0% 62 27.0%
41 11.3% 26 11.3%
23 6.3% 13 5.7%
13 3.6% 9 3.9%
14 3.8% 6 2.6%
3 0.8% 4 1.7%
5 1.4% 2 0.9%

174 47.8% 107 46.5%
0 0.0% 1 0.4%

364 100.0% 230 100.0%

無回答

上から2番目の子ども

合計

入国したときの年齢
1番上の子ども

日本で出生
0～5歳
6～10歳
11～15歳
16～20歳

無効

上から2番目の子ども

無効

同居

無回答

日本国内で別居
母国に居住

合計
無効

21～25歳
26歳以上

無回答

合計

生まれた場所
1番上の子ども

日本
母国
その他

同居・別居
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50 学齢期の子どもの就学状況 １番上の子ども n=141 １番上の子ども：n=141
上から2番めの子供 n=79 上から2番めの子供：n=79

度数 割合 度数 割合
91 64.5% 55 69.6%
19 13.5% 8 10.1%
0 0.0% 0 0.0%

17 12.1% 15 19.0%
14 9.9% 0 0.0%
0 0.0% 1 1.3%

141 100.0% 79 100.0%
※学齢期の子どもを持つ対象者数が不明であるためQ50からQ52の最大値をn値とする

51 学齢期の子どもの日本語能力 １番上の子ども n=141 １番上の子ども：n=141
上から2番めの子供 n=79 上から2番めの子供：n=79

度数 割合 度数 割合
94 66.7% 60 75.9%
6 4.3% 1 1.3%
7 5.0% 5 6.3%

13 9.2% 9 11.4%
7 5.0% 4 5.1%

13 9.2% 0 0.0%
1 0.7% 0 0.0%

141 100.0% 79 100.0%
※学齢期の子どもを持つ対象者数が不明であるためQ50からQ52の最大値をn値とする

52 学齢期の子どもの今後の進路希望
n=141

度数 割合
102 72.3%
11 7.8%
12 8.5%
4 2.8%
8 5.7%
0 0.0%
4 2.8%

141 100.0%
※学齢期の子どもを持つ対象者数が不明であるためQ50からQ52の最大値をn値とする

53 15歳以上の子どもの就学状況（最終在籍学校を含む） １番上の子ども n=139 １番上の子ども：n=139
上から2番めの子供 n=77 上から2番めの子供：n=77

度数 割合 度数 割合
51 36.7% 41 53.2%

日常生活で、ときどき困ることがある
日本語での授業を理解するのは難しいが、日常生活ではあまり困らない
日本語での授業を十分理解できる

1番上の子ども

学校に行っていない
その他

日本の高校

合計
無効
無回答

上から2番目の子ども1番上の子ども

上から2番目の子ども

日本の小学校か中学校に行っている

無回答
その他

無効

日本の高校に進学
外国人学校など
帰国させ母国の高校
就職

上から2番目の子ども

1番上の子ども

合計
無効
無回答

合計

外国人学校に行っている

どのぐらいできるかわからない
ほとんどできない

24 17.3% 7 9.1%
20 14.4% 7 9.1%
12 8.6% 3 3.9%
32 23.0% 19 24.7%
0 0.0% 0 0.0%

139 100.0% 77 100.0%
※15歳以上の子どもを持つ対象者数が不明であるため本質問の回答者数をn値とする

無回答

日本の短大・高専・大学・大学院
外国人学校（高校）
高校に進学していない
その他

合計
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8 その他

54 行政サービスの利用状況 n=540

利用したこと
がある

知っているが
利用したこと

はない
知らない 無回答 無効 合計

広報はままつ（日本語版） 度数 105 121 139 175 0 540
割合 19.4% 22.4% 25.7% 32.4% 0.0% 100.0%

広報はままつ（英語版・ポルトガル語版） 度数 122 94 167 156 1 540
割合 22.6% 17.4% 30.9% 28.9% 0.2% 100.0%

浜松市役所のホームページ（日本語版） 度数 74 104 165 197 0 540
割合 13.7% 19.3% 30.6% 36.5% 0.0% 100.0%

浜松市役所のホームページ（自動翻訳） 度数 51 94 188 207 0 540
割合 9.4% 17.4% 34.8% 38.3% 0.0% 100.0%

カナル・ハママツ（浜松の生活情報を掲載したＨＰ） 度数 41 63 217 219 0 540
割合 7.6% 11.7% 40.2% 40.6% 0.0% 100.0%

防災ホッとメール 度数 33 58 223 225 1 540
割合 6.1% 10.7% 41.3% 41.7% 0.2% 100.0%

ごみ収集カレンダー 度数 394 26 38 80 2 540
割合 73.0% 4.8% 7.0% 14.8% 0.4% 100.0%

生活相談（多文化共生センター） 度数 40 106 184 210 0 540
割合 7.4% 19.6% 34.1% 38.9% 0.0% 100.0%

日本語教室（学習支援センター） 度数 69 140 134 197 0 540
割合 12.8% 25.9% 24.8% 36.5% 0.0% 100.0%

55 行政サービスへの希望【あてはまるもの全てを選択】 n=540
度数 割合

185 34.3%
181 33.5%
161 29.8%
161 29.8%
112 20.7%
134 24.8%
125 23.1%
107 19.8%
136 25.2%
39 7.2%
91 16.9%

56 母国への送金 n=540
度数 割合

130 24.1%
168 31.1%
215 39.8%
27 5.0%

540 100 0%

外国人が各国の文化や伝統芸能を発表する機会の充実
防災対策等の情報提供、講習会の充実

行政情報の多言語化の充実
行政の窓口における通訳の充実
外国人の子どもに対する教育支援の充実

定期的にしている

無回答
合計

無回答
その他

日本語教育・教室の充実
生活相談窓口の充実
日本人との交流機会の充実
浜松での生活ルール等を学ぶ機会の充実

ときどきしている
していない

540 100.0%

57 1か月の平均送金額 n=540
度数 割合

40 7.4%
85 15.7%
81 15.0%
90 16.7%

244 45.2%
540 100.0%

58 今後の日本での滞在予定 n=540
度数 割合

238 44.1%
33 6.1%
20 3.7%

146 27.0%
9 1.7%

57 10.6%
35 6.5%
2 0.4%

540 100.0%

59 過去の帰国の考えの有無 n=540 60 過去に帰国を考えた原因 n=187
度数 割合 度数 割合

187 34.6% 働き口の減少 42 22.5%
320 59.3% 自然災害 19 10.2%
33 6.1% 子どもの教育 25 13.4%

540 100.0% その他 72 38.5%
無回答 12 6.4%
無効 17 9.1%
合計 187 100.0%

1～2万円
3～4万円

合計

1万円未満

無回答
無効
合計

10年以内に母国に帰国する予定
できるだけ日本に長く滞在し、いずれは母国に帰国する予定
母国と日本以外の国に行く予定
わからない

日本に永住する予定
3年以内に母国に帰国する予定

5万円以上
無回答
合計

ある
ない
無回答
合計
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